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椎木講堂  

（伊都地区 センターゾーン  

平成２６年３月竣工）  

 椎木講堂は「九大百年、躍進百

大。」を象徴し、学生や教職員の誇

りとなり、新たな百年に向けて躍進

する九州大学の教育研究施設です。     

本講堂は、全体が直径 100ｍの円

形でメインのホールと管理棟から

なります。  

ホールは、最大で約 3,000 人収容

でき、本学の入学式や学位記授与式

を始め、各種学会や大規模イベント

等に利用できます。  

表紙  
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総長メッセージ 

 
 
 

 

九州大学総長  有川 節夫 

 
東日本大震災以降、エネルギー問題に大きな関心が寄せられています。その解決には、次世

代エネルギーの開発や省エネルギーのための技術開発など総合的かつ多角的な見識が必要と

なります。 

九州大学は、水素の製造・貯蔵・利用、二酸化炭素の回収・貯留等の研究に取り組んでいる

「カーボンニュートラル・エネルギー国際研究所（I2CNER）」、次世代のエネルギーとして期

待される燃料電池について、大学と企業が一体となって研究・開発を目指す新しい産学連携研

究拠点として平成 25 年度に開所した「次世代燃料電池産学連携研究センター（NEXT-FC）」

など、エネルギー分野における世界的研究拠点を整備し研究開発と人材育成を行っています。

また、化石燃料を有効かつクリーンに使う方法や再生可能エネルギーの研究にも取り組んでい

ます。例えば、弱い風でも発電できる風レンズ風車は、本学で研究を進めてきたものですし、

地熱エネルギーやバイオマスなど、風力発電以外にも再生可能なエネルギー資源の研究を行っ

ています。 

 

平成 31 年度に伊都キャンパスへの移転完了を目指しています。移転を進める中で、毎年自

主的に、騒音振動、水質、動植物等の各種調査を行い、移転事業が環境に及ぼす影響の把握に

努めています。このように、伊都キャンパスでは周辺環境や生態系に最大限の配慮をこころが

け、生物多様性の保全のための取り組みを進めています。 

 

平成 23 年の創立 100 周年に際し、「躍進百大」というスローガンのもとに、「自律的に改

革を続け、教育の質を国際的に保証するとともに，常に未来の課題に挑戦する活力に満ちた最

高水準の研究教育拠点となる」ことを基本理念として掲げています。 

九州大学では環境、エネルギー問題等の直面する課題について、創意と工夫、理解と協力、

積極性と実行力をもって解決に向けた努力を続けてまいります。 

 

                       平成 2６年 9 月 30 日 

                                            九州大学総長  有川 節夫 
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大 学 概 要 
 

事業所名   国立大学法人 九州大学 
 

所 在 地   〒819-0395  福岡市西区元岡 744 

T E L       092-642-2111（代表） 
Web サイト   http://www.kyushu-u.ac.jp 

 

設  立   1911 年（明治 44 年）1 月 1 日  
 

大学の組織（平成 26 年 5 月現在） 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

構 成 員   教 職 員 ・ 学 生： 26,782 名 ※平成 26 年 5 月現在 

       ［内訳］ 教 職 員   7,936 名（ 教員：2,106 名、職員：1,999 名、その他 3,831 名） 
              大学院生   6,987 名（ 修士課程：3,912 名、専門職学位課程：317 名、 

                      博士課程：2,758 名  ） 
               学部学生  11,859 名（ 1～3 年次：8,151 名、4 年次以上：3,708 名 ） 
 

環境報告対象の組織 

 箱崎文系地区（ 文系 ） 
 箱崎理系地区（ 理学系、農学系、附属図書館、情報基盤研究開発センター ）  

 病院地区（ 医学系、歯学系、薬学系、生体防御医学研究所、病院 ） 
 伊都地区（ 工学系、システム情報科学系、比較社会文化研究院等、言語文化研究院等、マス・

フォア・インダストリ研究所、カーボンニュートラル・エネルギー国際研究所 ） 
 大橋地区（ 芸術工学系 ） 

 筑紫地区（ 総合理工学系、応用力学研究所、先導物質化学研究所） 
 別府地区（ 九州大学病院（別府病院）） 

 

報告期間 

  「環境報告書 2014」に記載している内容は、主に 2013 年度（平成 25 年 4 月１日から平

成 26 年 3 月 31 日まで）の取り組み、データを中心にまとめており、一部に、平成 25 年 3

月 31 日以前および平成 26 年 4 月１日以降 7 月末までの取り組みや活動が含まれています。 

大学院（学府(18)、研究院(16)） 

附置研究所(4) 

学部(11) 

九州大学病院 

附属図書館 

情報基盤研究開発センター 

学内共同教育研究施設(72) 

機構その他の組織(7) 
推進室等(16) 

事務局 

役員会 

総長 理事 

監事 副学長 

総長特別補佐 

高等研究院 

( )内の数は組織数 

国際研究所 

監査室 

基幹教育院 
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キャンパスマップ 
 

 

キ ャ ン パ ス  所  在  地  土 地 [㎡ ]  延 床 面 積 [㎡ ]

伊 都 キ ャ ン パ ス  福 岡 市 西 区 元 岡 744 2,717,130 271,163

箱 崎 文 系 キ ャ ン パ ス 福 岡 市 東 区 箱 崎 6-19-1 
455,091 

38,866

箱 崎 理 系 キ ャ ン パ ス 福 岡 市 東 区 箱 崎 6-10-1 232,705

病 院 キ ャ ン パ ス  福 岡 市 東 区 馬 出 3-1-1 311,239    337,345

筑 紫 キ ャ ン パ ス  春 日 市 春 日 公 園 6-1 257,334    81,242

大 橋 キ ャ ン パ ス  福 岡 市 南 区 塩 原 4-9-1 63,058      47,570

別 府 キ ャ ン パ ス  大 分 県 別 府 市 大 字 鶴 見 字 鶴 見 原 4546 100,217 17,572

     ＊ 土地および延床面積はキャンパス外にある宿舎等を含む。 平成 26 年 5 月 1 日現在  
 
 

 

 

 

地 区 所 在 地 土地[㎡] 

農学部附属農場 福岡県糟屋郡粕屋町 392,708

福岡演習林 福岡県糟屋郡篠栗町 4,808,445

宮崎演習林 宮崎県東臼杵郡椎葉村 29,161,473

北海道演習林 北海道足寄郡足寄町 37,133,933
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九州大学環境方針 

 

 
 
                                    
             

 

     九州大学は、地球未来を守ることが重要な課題であることを認識し、環境に配慮し

た実践活動を通じて、地球環境保全に寄与する人材を育成するとともに、地球に環境

負荷をかけない社会を実現するための研究を推進する。 

 
             
             
              
 
 
  

 

   
 九州大学は、以下に掲げる活動方針に従って、環境目的、目標、及び計画を定め、

環境活動の実施状況を点検・評価することにより、継続的環境改善を図ることとする。 

 

  （環境マネジメントシステムの構築） 

 １． 全学の他、各部局等においても環境マネジメントシステムを構築し、環境に配慮し

た活動に積極的に取り組み、環境に優しいキャンパスの実現を目指す。 

 

  （構成員） 

 ２． 学生及び教職員は、本学に関係する事業者や地域住民とともに、環境に配慮した活

動に取り組み、本学はこれを支援する。 

 

  （環境に関する教育・研究の充実） 

  ３． 地球環境に関する教育カリキュラム及び環境負荷低減のための研究を、総合大学と

しての特長を生かして充実させ、地球環境の保全に寄与する。 

 

  （法令遵守等） 

 ４． 本学におけるすべての環境活動において、法令を遵守し、環境汚染の防止や温室効

果ガスの削減等に努める。 

 

   （コミュニケーション） 

 ５． 環境に関する情報を学内外に伝えるため、環境報告書を作成、公表する。作成にあ

たっては法令に関する重要な情報を虚偽なく記載することにより信頼性を高める。 

 

 

    

    この環境方針は、すべての学生、教職員及び関係事業者に周知させるとともに、     
   ホームページ等を用いて広く開示する。 

 

                                  

 

基本理念 

環境方針 
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比較社会文化研究院長  

古谷嘉章  

部局等トップメッセージ 

 

 

 

 

部局等ごとに作成した環境報告書に掲載されたトップメッセージの概要を示します。 

伊都地区センターゾーン トップメッセージ 

 

九州大学伊都地区センター・ゾーンは、伊都キャンパスの玄関にあたる場所で

あり、学生、教職員のみならず外部からの訪問者にとっても「環境に配慮したキ

ャンパス」であることが実感できる場所であることが求められています。それを

実現するために、伊都地区協議会（今年度前期は工学研究院、後期はシステム情

報科学研究院が世話部局を担当）の下に、教職員・学生の代表で構成される環境

対策ＷＧが設けられており、環境ＮＰＯ団体や地元住民等と協力して、キャンパ

ス内の植樹活動等、美化・環境保全に積極的に取り組んでいます。  

本年度は、入学式や卒業式の会場となる椎木講堂、センター３号館が新築され

ましたので、大学全体における伊都地区、その中心に位置するセンター・ゾーン

の重要性が高まりつつあります。外部からの訪問者の飛躍的な増加も予想されま

す。  

また本地区は、約５千数百名の１、２年次学生のための基幹教育の学舎（まな

びや）でもあり、センター・ゾーン独自の環境問題も生じることが考えられます

が、本学の環境方針の基本理念に則り、学内の環境保全等を積極的に推進し、国

連が提唱している「持続可能な開発のための教育」（Education  for  Sustainable  

Development）にも寄与していきたいと考えています。  

 

 

 

理学研究院等 トップメッセージ 

   理学系総合教育研究棟の住環境はいかに  

 伊都キャンパスの理学系総合研究棟の建設にかかる安全祈願祭が 2013 年の 9 月

に執り行われ、万全の準備のもとにその工事が始まりました。現在（2014 年 6 月

中旬）には基礎工事が終わり、研究棟の骨格の一部も見え始めております。伊都キ

ャンパスという新しい研究教育環境で教職員と学生が一体となって、躍進百大の目

標を達成できるよう願っております。  

 さて、この研究棟の建物の基本設計を始めた当時、私はコアチーム長としてその

取りまとめの役を仰せつかっておりました。その際配慮した重大事項の一つが、”教

員と学生の教育研究棟の中での住環境を如何に考えるか”ということでした。答え

は”教員と学生は等しく快適な住環境とすべし。教員と学生はできるだけ近くにい

るべし”。学生と教員の双方があっての大学です。したがって前者は当然のことです。

教員と学生が、いつでも気軽に研究や勉強や生活の話ができる環境作り、それが後

者の目的です。  

理学研究は、各自の知的好奇心と自由闊達な研究によって新たな知を創造蓄積し、

自然の普遍原理を明らかにして、人間社会の幸福に資するものであると考えます。

また理学教育の目的は、基礎科学の教授によって自然を正しく理解し、科学・科学

技術の問題を発掘し解決して人間社会の幸福に資する人材を育成することでしょう。

2015 年 7 月～9 月頃には移転を終え、10 月からは伊都地区での教育研究が始まり

ます。素晴らしい教育研究環境で、心身共に健康で、いまにも増して理学研究院・

理学府・理学部のそして九州大学が躍進することを願っております。  

部局等環境報告書２０１４ 

理学研究院長  
荒殿  誠  
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工学部長  

山田 淳  

部局等トップメッセージ 

 

工学部 トップメッセージ 

2011年に発生した東日本大震災と福島第一原子力発電所の事故は依然として

深刻な状況で、科学技術立国日本の英知を結集して全力で解決に向けて取り組む

べき最重要課題であることは明白です。九州大学工学部・工学研究院といたしま

しても、新しい伊都キャンパスにおいて次代を先導するエネルギーや環境分野の

研究を意欲的に推進しています。現在、学生・教職員合わせて12,000人を超え、

九州大学最大のキャンパスへと発展しました。来年10月に理学系が移転を完了す

ると、約７割が移転したことになります。残る農、人社系部局の移転につきまし

ても、平成31年度までには完了する計画です。  

発展する伊都キャンパスにおいて，より快適なキャンパスライフがおくれるよ

うに、環境改善にむけた様々な取り組みが積極的に進められています。たとえば、

九州大学喫煙対策宣言のもと、工学系ウェストゾーンでは、W２、W４号館の建

物内は完全禁煙の環境となりました。安全・衛生委員会も毎月開催し、住環境の

安全や改善にたいする意識を涵養しています。  

また伊都キャンパスでは、全学と協力して「伊都ECOプロジェクト」に取り組

んでいます。このプロジェクトは、九州大学の地球温暖化対策の一環として、シ

ステム情報学研究院のクラウドコンピューターを活用してエネルギー使用状況の

可視化を実践するもので、節電対策の公表はもとより、新たな省エネ手法の開発

を目指しています。東日本大震災と福島原子力発電所における深刻な事態を受け

て、今年は数値目標は提示されていないものの、７月２日～９月２８日の期間、

昨年同様の節電の取り組みを実行してゆく計画です。日常生活における省エネ意

識を高め、ECOプロジェクトへのご協力をお願いいたします。  

 

 

病院地区 トップメッセージ 

近年の環境問題への取り組みは、地球の未来を守るという世界規模での重要な

課題であります。このため九州大学病院地区におきましても、地球に環境負荷を

かけない社会を実現するための環境配慮活動に率先して取り組み、継続性のある

環境マネジメントシステムを構築し、各教職員が互いに協力し合い、意識をもっ

て実際に行動していく必要があります。  

病院では、省資源・省エネルギー対策として自家発電（コージェネレーション

システム）を採用し、ＣＯ₂の排出量の抑制、雨水及び雑排水の循環利用など環境

にやさしい施設を実現しております。  

近年改修・竣工された医系建物においても、高効率型空調機の採用や換気量制

御等による空調負荷の低減等でＣＯ₂の排出量を抑制する環境対策が行われてお

ります。  

構内の環境美化活動として、外部委託による日々のキャンパス敷地内清掃・除

草作業や、自主点検による構内放置物品等の撤去作業等を実施しキャンパス美化

に取り組んでおります。  

また、環境配慮活動の一環として進めている古紙分別回収は、今後も、各部署

への注意を喚起し積極的な取り組みを行う所存であります。  

今後とも環境活動の実施状況を点検・評価し、継続的環境保全を図ることが重

要であり、そのためには、二酸化炭素の吸収源となる樹木の保全や建物の再利用

など、環境保全を最優先として環境負荷の低減に取り組んで参ります。  

 

 

  

 

医学研究院長  

片野  光男  
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部局等トップメッセージ 

 

芸術工学部 トップメッセージ 
    宇宙のオアシスといわれる私たちの地球は 46 億年前に誕生しました。私たちの

直系の先祖であるホモ・サピエンスがこの地球上に現れたのは約 20 万年前、地球

の歴史を 1 年のカレンダーにすると私たちの人類の誕生は 12 月 31 日、しかも除夜

の鐘を聞くわずか 23 分程度前ということになります。私たちは地球上の生物界の

新参者に過ぎません。その後、人口はごく緩やかに増え 18 世紀までに 6 億人ほど

になりました。しかしその後のわずか 300 年ほどの間に 70 億人を超えるまでに膨

れ上がり、限られた地球表面に今や人類という新参者はあふれかえっています。  

 この急激な人口増大はまさに産業革命に始まります。さまざまな機械類を駆動す

る燃料として、また多くの人口を養う食料生産として化石エネルギーの消費は飛躍

的に増大します。鍬で畑を耕していた時代に比べて機械化された現代では、トウモ

ロコシの缶詰 1 個分のエネルギー量を得るために約 10 倍のエネルギーを投入して

います。私たち一人ひとりが生きていくために食を取り、生活に必要なものをつく

り、廃棄し、その過程で多くの炭酸ガスや種々の汚染物も出していきます。現在世

界で排出される炭酸ガス総量は年間 300 億トンを超えているのです。こうやって改

めて振り返ると、地球上の新参者がこんなにも地球を汚していることを再認識し、

その責任の取り方を考えるべきです。  

地球環境を守るひとつの手段としてリサイクルがあります。1970 年代頃から叫ば

れるようになりましたが、なかなか普及しませんでした。30 年ほどが経ってやっと

家電リサイクル法が制定されるなど国や社会が動き出しました。社会的ジレンマか

ら抜け出し、ひとり一人が地球を守る直接的な行動をおこすには長い時間と地道は

努力が必要なのです。  

 本報告書は、大橋キャンパスで取り組む積極的な環境活動を示しています。これ

からも教職員、学生とともに人類の一員として責任を持って、また時間をかけて地

道に努力してまいります。  

 

筑紫地区 トップメッセージ 

 社会に開かれた大学としての環境配慮活動の推進に向けて 

 

 九州大学筑紫地区は、大学院総合理工学府・研究院、応用力学研究所、先導物質

化学研究所、中央分析センター、産学連携センター、炭素資源国際教育研究センタ

ー、極限プラズマ研究連携センター、グリーンアジア国際リーダー教育センター及

びエネルギー基盤技術国際教育研究センターの部局で構成されたキャンパスで、約

１，０８４人の教職員・大学院生からなる事業場です。  

 筑紫地区は、福岡市の南部に隣接し、福岡市の中心部から交通至便の地域にあり

ます。この筑紫地区周辺は、戦後３０年間米軍用地として接収されていた用地でし

たが、接収解除に伴い、昭和５１年６月国有財産北九州地方審議会において住居地

を含む文教及び健康・憩いの場として総合的な再開発をすすめる転用計画の策定に

より、昭和５２年６月本学用地として約１９０，０００㎡の転用が決定されました。

さらにその後、隣接地の一部が本学に転用されるなどして、現在では約２５７，０

００㎡のキャンパスとなっています。  

 筑紫地区は、この転用計画の趣旨を踏まえ、周辺地域環境との調和を保ちながら

高度の教育・研究を行い、かつ地域住民にも貢献する開かれた大学としての新キャ

ンパスとしてスタートしました。筑紫地区は、九州大学の一つのキャンパスとして、

本学の環境方針の基本理念に則り、環境問題に関する教育・研究を推し進めるとと

もに、広く国内外から理工系学生を受け入れ、物質・エネルギー・環境の融合分野

における環境共生型科学技術に関する総合的大学院教育を実践しています  

 

 芸術工学研究院長  
  安河内  朗  

 

筑紫地区協議会議長 

中島  英治  
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部局等トップメッセージ 

 

情報基盤研究開発センター トップメッセージ 

 

地球温暖化防止への配慮はもちろん、限られた資源の有効活用の観点からも省

電力や熱対策など、環境に配慮した IT化の取り組みは、社会にとって必要不可欠

となっています。いまや全世界の総電力需要に占める IT機器の消費電力は５％を

超えており、この数字は今後さらに増加していくものと予想されます。  

今後我々はグリーンＩＴ、エコ社会の実現へ向けた取り組みを更に徹底し、同

時に消費資源の最小化を図り経営効率を改善することが求められています。大容

量の電力資源を必要とする高性能計算機を、超低消費電力型に置きかえるなど運

営面での努力が必要です。  

さらに情報基盤研究開発センターでは、一般の部局としてのエコロジー活動に

加えて、九州大学全体の情報基盤を預かる責任部局として IT機器の調達ならびに

運用において常に低消費電力化を意識し、「地球に優しい情報環境」の構築に取り

組んでいきます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

附属図書館 トップメッセージ 
               先般の大飯原発運転差止請求事件判決はその終わりの部分で「被告は本件原発の

稼働が電力供給の安定性、コストの低減につながると主張するが、当裁判所は、極

めて多数の人の生存そのものに関わる権利と電気代の高い低いの問題等とを並べて

論じるような議論に加わったり、その議論の当否を判断すること自体、法的には許

されないことであると考えている。このコストの問題に関連して国富の流出や喪失

の議論があるが、たとえ本件原発の運転停止によって多額の貿易赤字が出るとして

も、これを国富の流出や喪失というべきではなく、豊かな国土とそこに国民が根を

下ろして生活していることが国富であり、これを取り戻すことができなくなること

が国富の喪失であると当裁判所は考えている。」と述べています。種々の考え方の錯

綜する時代ですが、極めて重い言葉と言えましょう。  

一方、地球温暖化の問題は深刻さの度を増しており、社会全体として様々な観点

からの環境への配慮・対応が強く求められています。温暖化の影響は、本学が位置

する九州をはじめとした各地の温度上昇、少雨傾向、気流、海流の変化など、様々

な面に誰の目にも明らかな形で現れてきています。  

それ故、各人が所属する職場、我々が所属する大学のような教育研究機関におい

ても、率先してそれに取り組むことが必須の時代であることを強く認識しなければ

なりません。附属図書館は、学生・教職員の学習・教育・研究を支援する組織であ

り、利用者サービスの向上を目指し日々活動しています。開館時間の延長やその年

の天候等により光熱水量の消費が増加することもありますが、利用者のみなさまの

ご協力とご理解を得ながら、徹底した省資源対策に取り組んでいます。  

本年も、今回の「環境報告書 2014」を基に、大学が推し進める環境対策と歩調を

合わせながら、今後も持続可能な省資源運営と環境問題に積極的に取り組んでまい

情報基盤研究開発  
センター長  
   谷口  倫一郎  

附属図書館長  
川本  芳昭  

 



第１章  環境配慮活動に向けて 

- 9 - 
 

る所存です。  

部局等トップメッセージ 

 

別府病院 トップメッセージ 

当院は昭和6年より九州帝国大学温泉治療学研究所 附置病院として発足し、以

来「温研」の愛称で別府市民の皆様に親しまれて参りました。平成２３年に現在

の九州大学病院別府病院として再出発いたしております。当院は優れた環境と伝

統を踏まえ、がん、免疫疾患、生活習慣病、脊椎疾患などの難治性疾患を対象と

して患者さんに優しく侵襲の少ない先進的医療を提供しています。  

現在、診療科は従来の内科（リウマチ膠原病、循環器、内分泌・糖尿病、血液、

骨粗鬆症、老年病）、外科（消化器がん、乳がんなど）、放射線科（画像診断、放

射線治療）、整形外科（脊椎外科）、麻酔科の5科で診療を行っております。特に、

「九大温研」時代からの伝統で機能障害を有する患者さんには温泉療養を含めた

リハビリテーション治療も積極的に行っています。  

当院は九州大学病院の理念である「患者さんに満足され、医療人も満足する医

療を提供する」の基本に立ち、患者さんとの信頼に基づいた安心できる専門的医

療と患者さんの健康の増進のために質の高い医療の提供をめざしております。そ

の実現のためには、病気を発症するメカニズムや治療標的分子を開発するなど、

臨床応用をしっかりと出口に据えた臨床研究が必要です。われわれは古くから大

学病院の附置研究所としての役割を努めさせていただきました。  

ところが、近年、地球温暖化、紫外線暴露、食生活の高脂肪食化、高齢化社会

の実現などの様々な生活因子・地球環境要因がこれらの疾患と密接に関わってき

ていることが次第に明らかになって参りました。  

こんにちまで温泉の効能に関する研究などを歴史的に推進してきた学問の府と

して、これからも地球環境問題を対岸の火事と捉えずに、われわれに突きつけら

れた喫緊の課題として取り組んで参りたいと存じます。さらに、身近なところで

は職員全員が環境に対する高い問題意識を持ち、一丸となって省エネルギーの推

進、省資源化の推進、医療廃棄物及び一般廃棄物の適正管理及びゴミの分別・減

量化等々に努めてまいります。  

 

 

 以上の伊都地区センターゾーン、理学研究院等、工学部、病院地区、芸術工学部、筑紫地区、情報基盤研

究開発センター、附属図書館、別府病院の環境報告書に箱崎文系地区及び農学研究院を加えた合計 11 の環

境報告書が部局等で作成されました。これらの報告書は、本誌「九州大学環境報告書 2014」と共に、九州大

学ホームページ（”総合情報”、”九州大学概要等”、”環境報告書”）上で公開しています。  

              

  九州大学病院  
別府病院長  
  三森  功士  

箱崎文系地区  

 

農学研究院  
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環境マネジメント体制 
 

   

環境マネジメント体制として、「環境保全管理委員会」の下に、環境広報部会、環境教育部会、資源エネル

ギー部会及び環境安全部会の 4 つの部会を設け、全学の環境活動を推進すると共に、各部局等毎に環境マネジ

メントシステムを構築し、部局等単位での環境活動を計画・実行、部局等環境報告書を作成しています。 

 また、平成 21 年 6 月より、環境安全衛生推進室の内部組織として、新たにエネルギー資源管理部門を設け、

エネルギー管理に関する中長期計画の策定と検証、現場管理に係わる企画立案、及び、設備運用、施設利用の

改善、省エネ機器や新エネルギーの導入等の省エネ対策を推進しています。 

 

環境活動の取り組み体制 

 

 

環境部会と環境報告書作成の分担 

   「九州大学環境報告書」は部局等毎に作成された「部局等環境報告書」を基に、下表に示す事務局の 15 の課

・室が分担、協力して作成しています。  

 

部会 部 課・室 担　当 部会 部 課・室 担　当

　環境整備課  CO2削減対策、PCB

　施設管理課  電気、水の使用量

 公開講座、社会連携

　資産活用課   Web リサイクル

  学生生活課

 関連企業の環境活動
環境安全衛生

推進室
 高圧ガス管理

国際部   留学生課  留学生の環境活動 施設部 環境安全センター  化学物質管理、廃棄物

 新ｷｬﾝﾊﾟｽの環境活動
 環境監視調査

総括 施設部 　施設企画課
 環境部会事務連絡
 評価・コメント

総務部
　職場環境室

 安全、事故、セミナー
 作業環境測定

  産学・社会連携課

新キャンパス計画推進室

  産学・社会連携課

環
境
教
育
・
研
究

学務部
  学務企画課

 環境安全教育
 環境関連の研究
 生協の環境活動
 学生の環境活動 環

境
安
全

環
境
広
報

総務部   総務課

 表 紙、大学概要
 総長＆部局 ﾄｯﾌﾟﾒｯｾｰｼﾞ
 新聞報道
 環境月間行事
 HP公表

資
源
・
エ
ネ
ル
ギ
ー

施設部

財務部
　調達課

 グリーン調達
 可燃ごみ、古紙回収量
 生活ごみ

 

 
全学環境部会

総長・役員会

部局長会議

環境保全管理委員会 環境幹事会 資源・ｴﾈﾙｷﾞｰ部会

環境安全部会

環境教育研究部会

環境広報部会

部局等環境報告書部局等の長

部局等の環境委員会 部局等環境部会
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環境活動計画、評価及び目標 

 
 

 

事 

項 

具体的な取組 平成 25 年度の評価 平成 26 年度目標 

組
織
・
体
制 

 各部局等において、環境マ

ネジメントシステムを構築

し、環境活動報告書を作成す

る。  

 各部局において、省エネ活

動や安全管理等、定期的な

個々の活動が定着し一定の

効果が認められる。  

 環境マネジメントシステ

ムの体制下の各組織の役割

を再確認し、連携してより多

くの構成員が環境活動へ参

画するよう努める。  

温
暖
化
対
策 

 エネルギー管理システム

による光熱水量等の公表、省

エネポスター配布及び省エ

ネパトロールにより省エネ

を呼びかける。また、既設の

空調機、照明器具を省エネ型

に更新する。  

 主要キャンパスのエネル

ギー消費量の原単位は前年

度比 3%増となった。また、

全学の二酸化炭素排出量の

原単位は、前年度比で 14.2％

増となった。  

 全学及び各部局等で削減

に向けた活動計画を立て、二

酸化炭素排出量の原単位を、

削減するよう努める。  

 

資
源
の
有
効
利
用 

 遊休物品及び貸付物品等

の情報を提供するために「九

大 WEB リサイクルシステム」

の運用の拡大、物品の効率的

活用を図る。  

 パソコン等電子機器及び

関連消耗品、事務用備品等の

取引において、件数は 69 件

で前年度を下回ったが、一定

の経費削減効果が認められ

た。  

「九大 WEB リサイクルシス

テム」の周知活動を充実さ

せ、より一層の利用拡大を図

る。  

 可燃ごみに対する古紙の

割合を高めることにより資

源化率を上げる。  

 産業廃棄物の分別の徹底

と再資源化を促進する。  

 古紙の回収量は前年度よ

り 20 トン増加した。また、

可燃ごみとの比率は、0.5％増

加した。  

 産業廃棄物の再資源化率

は前年度より 7.1%増の

35.5%であった。  

 古紙回収量を、前年より増

加させることを目標とする。

 産業廃棄物の再資源化率

を 25 年度より高くする。  

グ
リ
ー
ン
購
入

 環境配慮型製品を優先的

に購入する「グリーン購入」

を進める。  

 すべての品目について，九

州大学グリーン購入調達方

針に揚げたすべての特定調

達品目についてグリーン購

入を行った。  

 九州大学グリーン購入調

達方針に基づく調達を行う。

化
学
物
質
管
理 

 化学物質管理システムの

運用体制及び薬品管理者に

よる管理体制を整備する。  

 排出水の水質が基準値を

超えないように指導する。  

 平成 25 年度末から化学物

質を管理する教職員に対し

て化学物質の適正管理及び

安全取扱に関する説明会を

始めた。  

 下水放流水の基準超過は

無かった。  

 化学物質の適正管理及び

安全取扱の関する説明会の

開催を進める。  

 排出水の水質管理を徹底

し、基準値を超過しないよう

に努める。  
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新キャンパスにおける環境保全活動 

空隙貯留浸透施設の設置（３基目） 

 
  本学では、移転に伴う造成工事により周辺地域での地下水利用に障害が発生することを防ぐため、建物

周辺部分では雨水浸透施設（浸透トレンチ、浸透ます、透水性舗装）の整備を進めています。それでも、開

発前と比べて雨水浸透量の不足が想定される地点については、一定の貯留機能を有し、側面や底面から地中

に雨水を浸透させることができる空隙貯留浸透施設の建設を計画しています。  

 

造成工事前 造成工事後（対策あり） 

（単位：mm／年） 

造成工事後（対策なし）

 

雨水浸透施設による地下水保全のイメージ  

 

空隙貯留浸透施設については、2005 年に１基目（幅 15m、長さ 20m、深さ 1m）を伊都図書館横の駐車

場地下部分に建設、2010 年 3 月に 2 基目（幅 16m、長さ 56m、深さ 1.9m）を立体駐車場前の駐車スペース

地下部分に建設していましたが、新たに 2014 年 3 月に 3 基目（幅 16m、長さ 56m、深さ 1.9m）の空隙貯

留浸透施設をキャンパスコモン地下部分に設置しました。写真は施工中及び施工後の WEST3 号館（工学研

究教育棟）からの風景で、キャンパスコモンの奥は大学の保全緑地となっており、そのふもとには集落、農

地が広がっています。  

 

  

    施工中の空隙貯留浸透施設（３基目）             施工後の風景   
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新キャンパスの環境監視調査 
 

 

平成 12 年から始まった新キャンパス移転事業と同時に、移転事業が環境に及ぼしている影響を調査する

環境監視調査を開始しました。これまでは、環境に大きな影響を与えることなく、高い保全目標を維持して

いることを確認しています。調査結果は、学内の専門家で構成する環境ワーキンググループと、学内外の有

識者で構成する新キャンパス環境監視委員会で審議し、評価、見直しを行っています。調査結果は関係自治

体や市民に公表しています。  

平成 25 年度 環境監視調査項目  

環境要素 調査項目 調査頻度 調査地点

表面水 ＳＳ 随時（降雨時） 調整池出口　9か所

地下水水位 連続測定 敷地境界付近　26井戸

地下水水質（濁度、pH） 4回/年 移転用地周辺　14井戸

電気伝導度（塩水化） 1回/月 移転用地周辺平地部 14井戸

湧水量 連続測定 幸の神湧水　1地点

地下水有害化学物質 1回/年 移転用地内 6井戸

植物の生育状況 １回以上/年 絶滅危惧種および用地内希少植物の自生地、保全
地

航空写真撮影 １回/年 移転用地全域

哺乳類 センサーカメラ 移転用地内

鳥類 4回/年 移転用地内外

爬虫類 3回以上/年 移転用地内

両生類 冬季を除く3季 移転用地内

昆虫類 2～3回/年 移転用地内

魚類 1回以上/2年 主に移転用地周辺

底生動物 2回/年 主に移転用地周辺　（河川5地点，ため池3地点）

付着藻類 2回/年 移転用地内河川 1地点

ホタル類 2回/年 移転用地内及び周辺 8地点

陸生植物

陸生動物

水生生物

水文・水利用

 

平成 25 年度の調査結果  
表面水    ：  過年度の変動幅内。新設地点では沈砂池の施工中のみ高濁度がみられた。  

地下水水位    ：  過年度の変動幅内。  

地下水水質    ：  飲料水の水質基準値 (濁度 2 度以下 )を満足。  

塩水化    ：  周辺の市街化エリアで上昇傾向。  

湧水量    ：  過年度と同程度で安定。  

有害化学物質  ：  揮発性有機化合物は検出されず。  

陸生植物   ：  用地内の絶滅危惧植物及び希少種の生育確認数は変動範囲内であった。  

哺乳類    ：  イノシシの撮影頻度は減少（用地内で猟友会によるイノシシ駆除を実施）。  

鳥 類    ：  種数は例年と同程度。  

爬虫類    ：  種数は例年と同様。イシガメの減少が懸念される。  

両生類    ：  カスミサンショウウオ卵のう数、アカガエル卵塊数は安定。  

昆虫類    ：  ヨコバイ、チョウ類は調査開始時と同程度の多様性  

魚 類    ：  半数の地点で実施し、希少種メダカを含む魚類 31 種を確認。  

 底生動物   ：  過年度の変動幅内。  

付着藻類   ：  絶滅危惧種Ⅰ類のオキチモズク、準絶滅危惧種のアオカワモズクを共に確認。  

ホタル    ：  大原川、杉山川ともに安定。  
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環境サークル Ecoa の活動 

環境サークル Ecoa 代表 長尾  謙登  

 

 環境サークル Ecoa は、環境活動の分野を限定することなく、「環境」に関心のある人が広く気軽に参加で

きる場を創り出すことを目的として 2007 年に発足しました。近年では環境問題やエコが話題になっていま

すが、関心はあっても何をすればよいかわからないという人もいます。そんな中、学部学科問わず環境に関

心をもったメンバーが集った Ecoa では、「私たちにできることは何か？」を考え、多様な形での活動を展開

しています。  

Ecoa は「地球にやさしく、その前に人にやさしく」をモットーに活動しています。環境活動が本当に環

境問題に対する答えとなっているのかという疑問は、簡単には判りません。だからといって、行動をおこさ

なければ何も改善しません。そこでまず、「ポイ捨てしない」「ゴミの分別を心がける」などの周囲の人を思

いやる行動が取れればそれが自分の周りの環境の改善につながり、皆がそれをできれば地球全体の環境の改

善につながります。また、Ecoa は持続的な活動を行っていくために、より効率のよいシステム構築を目指

して改善を続けており、活動の質の向上にむけてノウハウの蓄積にも取り組んでいます。  

また、福岡市内の他大学の環境サークルや、ＮＰＯ法人と連携して、活動の場を広げ、ごみの分別の啓発

活動を少しでも多くの人に対して行っていこうと努力しております。  

 

1．九大祭での活動 

 第 60 回の九大祭より Ecoa は実行委員会の環境局としてごみ削減に取り組んできました。１３種類のごみ

の分別の徹底や、2009 年には、バイオマスプラスチックカップ、「ホッかる」、竹割り箸などリサイクルでき

る品目に加え、リユース食器を導入しました。イベントの中で、他大学の環境サークルの協力を得ながら、

食器を洗って循環させることで、環境負荷の低減を目指しま

した。さらに、廃油やペットボトルキャップの回収や生ごみ

の堆肥化にも継続して取り組みました。  

 また、各店舗からエコブースで分別回収を手伝ってくれる

スタッフを派遣してもらいました。これにより、Ecoa の活

動を店舗側に知ってもらうだけでなく、自分たちで分別回収

を行うことで学生の環境意識を高めることができました。  

 こうした活動の結果、   2006 年に約 13t 出ていたごみを

2012 年度には約 3t まで削減することに成功しました。今後

もより環境に配慮した学園祭を目指すとともに、学生や来場

者の意識向上に努めていきます。  

 さらに 2010 年には、「エコスタートカフェ」という企画を実施しました。活動を通じて得た経験や知識を

一般の方とも共有したいという思いから生じた企画で、来場された方に気軽な雰囲気で環境について話をし

ました。  

 

2．海岸清掃 

 5/18 には今津にて海岸の清掃を行いました。伊都キャンパ

ス周辺の九大生に身近な海岸を清掃することで、砂浜でのゴ

ミ放置の実態を確認し、その解消方法を考えるきっかけ作り

としての活動でした。来年からも継続していきたい次第です。 

 

 

 

海岸清掃 

ゴミの分別回収 
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環境サークル Ecoa の活動 
 

3．キャンドルナイト 

 2008 年度以降 ,キャンドルナイトを行っております。

新入生サポーターの皆さんの協力をいただき、今年度は

6 月 4 日に伊都キャンパスにてキャンドルで天の川を描

きました。繁殖力が強く森林の多様性を脅かす存在とし

て問題になっている竹を灯篭として使用しました。キャ

ンドルは、福岡市内のホテルで廃棄予定だったものを頂

いて再利用しました。  

 

 

 

 

 
      キャンドルナイト 
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再資源化処理施設エコセンター 

１．エコセンターの設置と目的                             事務支援・環境保全センター 

エコセンターは、「環境・エネルギーキャンパス」の実現を

図るために、伊都キャンパスで日常的に排出される大量の飲料

缶やペットボトル等の回収と再生処理及び環境整備業務を行う

施設として平成 22 年 10 月に設置されました。 

ここでは障害者・ジョブコーチ・職員が一体となり、業務を

行っています。これは障害者雇用促進の一環として、知的障害

者を雇用し、自立を支援するという目的があるためです。 

 

２．再資源化処理 

 資源ゴミ（ペットボトル、飲料缶）は、毎日トラックで伊都

キャンパスの分別ゴミ集積所 10 箇所から回収しています。平

成 25 年度は、ペットボトル 14.47 トン、飲料缶  6.65 トンを

回収しました。  

 回収したペットボトルは、手作業でキャップやラベルなどの

不純物を取り除き、汚れや付着物などが付いているものは水洗

いをします。処理後のペットボトルは、再生資源としての付加

価値を高めるため粉砕機で細かく砕き、フレーク（再生品の原

料）にして 10 ㎏ごとに雑袋に入れ保管されます。また、飲料

缶は手作業により水槽で水洗いをしてアルミ缶とスチール缶に

分別します。その後、分別した大量の飲料缶は、まとめて缶圧

縮機でブロック（固まり）にします。処理後のブロックは、ア

ルミ缶とスチール缶に分けて保管されます。一定数量に達した

再資源化物は、リサイクル業者へ売却されます。再資源化物の

売り払い数量を下表に示します。  

 

 

回収量 売り払い量

ｔｏｎ ｔｏｎ

ペットボトル 14.47 　フレーク 11.25

　アルミ 塊 2.44

　スチール 塊 3.35

合　計 21.12 合　計 17.04

廃棄物
再生

資源化物

飲料缶 6.65

 

３．エコキャップ運動 

伊都キャンパス環境対策の一環として、ゴミの分別推進、

資源の再利用及び社会貢献の観点からエコキャップ運動（ペ

ットボトルのキャップを集めて世界の子どもたちにワクチン

を届ける運動。）を平成 21 年 7 月から実施しています。これ

まで（平成 25 年 12 月現在）に 115 万個を NPO 法人「エコ

キャップ推進協会」に引き渡しました。（写真 4）  

これは、ワクチンに換算すると 1,390 人分になります。ま

た、キャップを再資源化することで 8,700 ㎏の量の CO2 を削

減することができました  

 

写真 4 キャップ引渡しの様子 

    

  写真 2 ペットボトルを粉砕 

 

  写真 3 飲料缶を分別後、圧縮 

平成 25 年度の回収量と売り払い量 

写真 1 エコセンター 
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九州大学生活協同組合の環境活動 

九州大学生活協同組合  野上 佳則 

１．キャンパス内食生活に関わる取り組み 

① ＣＯ２排出量削減 

平成25 年度の総出食数は、あかでみっくらんたんの営業

が始まったこともあり、前年度より１３．６万食多い２３７．

３万食に達しました。また、医系食堂の調理熱源を11 月半

ばから、プロパンガスから都市ガスに変換しました。結果と

してCO2 総排出量は前年より増えましたが、生協食堂全体

では1 食あたりに換算すると１１．６g の削減となりました。 

出食数が増え、より効率よく調理できるようになりました。 

② 割り箸のリサイクル 

食堂全店で、利用者の協力のもと、下膳口で割り箸を分別回収しています。回収した割り箸は、洗浄・乾燥させたものを

リサイクル工場へ送付し、パルプの原材料として再活用されています。 

伊都の食堂については、割り箸から洗い箸への切替を実施しました。他地区も洗浄機の対応を見極め、可能な店舗は切替

を進めていくようにしています。 

③ 飲料容器のリサイクル 

回収する飲料容器は資源リサイクルできるように継続して取り組んでいます。店舗・自動販売機周辺のゴミ箱（回収ＢＯ

Ｘ）での回収、食堂下膳口での回収を行っています。 

回収した空き容器は、業者に委託しリサイクルしています。伊都地区では、店舗で回収した空きペットボトルは、九州大

学のリサイクルセンターに持ち込みリサイクルしています。 

④ 弁当容器のリサイクル 

リサイクル可能な弁当容器の回収率向上の取り組みをすすめています。新入生に対し、回収方法の案内を連日昼休みに実

施するなど、学生と一緒に回収を推進しています。新たに、弁当を販売している店舗での回収にも取り組みました。 

⑤ 排水・生ゴミ廃棄対策 

・ 3 月に医系食堂の洗浄機を更新し、水使用量を約１８%削減できました。 

・ 炊きあげライスや無洗米を使用することにより、環境への負荷が大きい米のとぎ汁の流出を抑えています。 

・ カット野菜の使用率を高め、生ゴミの排出量を抑えています。 

・ 伊都キャンパスの食堂では、残飯を堆肥化する装置を導入し運用しています。 

２．レジ袋削減の取り組み 

本年度もレジ袋の削減を課題に据えて取り組みましたが、利用

者1 人あたりの利用量は、枚数・重量共に昨年のレベルを下回る

ことができませんでした。利用されている種類では、小さいサイ

ズのものが増えました。主にレジ袋を使用する食品、パン・弁当、

飲料、文具の利用点数が増えたことが一因と考えられます。レジ

での利用者への声かけを強化し、削減に努力します。 

３．学生と協同して推進 

弁当容器のリサイクル推進を学生と協同して推進しています。親しみやすいマスコット「リリカッパ」

を制定し、利用者へリサイクル協力を訴えるなど、学生視点で分かりやすく協力を呼びかけ、回収率向

上を目指しています。環境に関心を持ってもらいたいという目的でビッグさんどに設置した「環境掲示

板」で、継続して情報提供をしています。 

また他大学生協との交流などを通して、環境問題に関する取り組みを進めようとしています。 

H22 H23 H24 H25 増減

電気 443.2 410.5 417.2 431.2 14.0

プロパン 148.5 143.7 144.6 127.7 -16.9

都市ガス 55.0 50.5 50.2 62.9 12.7

合計 646.7 604.8 612.0 621.7 9.8

食数[千食] 2,191 2,180 2,237 2,373 136

1食あたり 295.1 277.4 273.52 261.96 -11.6

CO2排出量[Kg]と1食あたりのCO2排出量[g/食]

年度 H22 H23 H24 H25 増減

枚数[千枚] 1,005 1,040 1,047 1,113 66.5

袋重量[Kg] 2,867 2,913 2,872 3,038 166

客数[千人] 2,852 2,932 2,946 2,985 39

枚/人 0.352 0.355 0.355 0.373 0.018

g/人 1.005 0.993 0.975 1.018 0.043
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次世代エネルギーの開発  
 
 

九州大学では、水素エネルギー、風力、波力、地熱などの再生可能エネルギー、核融合エネルギー、さら

には、現在も世界の各地で利用されている石炭などの炭素資源のクリーンかつ有効な利用に関する研究まで、

近未来から将来にわたってのエネルギー研究に総合的に取り組んでいます。 

とくに、伊都キャンパスでは、エネルギー問題に積極的に対処すべく、自然エネルギーの活用から次世代

のエネルギー研究を包括的に行っています。  
 

 

 

 

クリーンエネルギーである水素エネルギーを利用

した社会の実現を目指し、（独）産業技術総合研究所

や福岡県福岡水素エネルギー戦略会議と連携し、水素

に関する基礎研究から実用化を目指した実証実験を

展開しています。 

写真は、伊都キャンパス内に設置されている水素ステ

ーションです。ここでは、水電解方式で得られた水素

を水素燃料電池自動車に供給しています。 

 

 

 

 

 

 

 

伊都地区に 253kＷ、筑紫地区、病院地区、箱崎地

区に 92kW の合計 345kW の太陽光発電設備を設置し、

25 年度は年間約 33 万 kWh を発電しました。これは、

一般家庭約 93 軒分の年間電気使用量に相当します。  

また、平成 26 年度は、新たに先導物質化学研究所

及び共進化社会イノベーションセンター（仮称）に合

計 17ｋＷを設置し、低炭素社会の実現に向けて取り

組んでいきます。  

 

 

 

 

 

 

伊都地区ウエストゾーンに、低炭素社会の実現とエ

ネルギーの安定供給のために，地球環境調和型の自然

エネルギーとして、九州大学開発の風レンズ風力発電

設備（応用力学研究所 大屋グループで開発）を設置

し、大型化に向けた実証実験を行っています。  

風車の発電容量は、計 196 kW で、平成 25 年度の発

電電力量は  1.4 万 kWh で構内電気設備に連系してい

ます。  

水素エネルギー 

太陽光発電設備 

カーボンニュートラル・エネルギー国際研究所

屋上の太陽光発電 

７０ｋＷ 風レンズ風車 

風レンズ型風力発電設備 

水素ステーション 
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環境関連の研究  

１． 新規外来種「ツマアカスズメバチ」関連の研究 

農学研究院生物的防除研究施設 上野  高敏  准教授  

      

研究の概要 

（１）新規外来種「ツマアカスズメバチ」 

ツマアカスズメバチ Vespa velutina は、元々はわが国に分布していないスズメバチでしたが、2013

年夏に長崎県対馬の北部においてその発生が確認されてしまった外来の昆虫です。日本土着のスズメバチと

は異なり、全体的に黒っぽく見える種類で、非常に飛翔能力が高く俊敏な種類です。また、とても大きな巣

を作り、繁殖力が高いため、侵入先で激増する可能性があります。数が一気に増えると、様々な問題、つま

り生態系への悪影響、人への刺傷、養蜂業への打撃など、を引き起こすと予想されます。 

ツマアカスズメバチそのものは東南アジアに広く分布しますが、対馬に侵入したタイプは中国南部産と同

一です（亜種 nigrithorax）。しかし中国から直接ではなく、韓国の釜山経由で侵入したと考えられます。と

いうのは、釜山では本種が既に中国から侵入、激増しているからです。釜山は対馬や福岡と船や飛行機で直

接結ばれていますから、釜山から船便などによって持ち込まれたのでしょう。 

 

図１ ツマアカスズメバチの標本画像（長崎県対馬産） 

 

韓国やヨーロッパにも 2000 年代初頭に侵入し問題となっているスズメバチであるため、日本でも同様の

問題が起こることになりかねません。早期に根絶するか、それが不可能な場合は、これ以上個体数が増えな

いような手立てを打つ必要があります。そこで、本種に関する基礎生態、発生状況、防除法などに関する研

究を直ちに開始しました。 

 

（２）対馬での発生状況と生態 

2013 年の晩夏から調査を開始したところ、ツマアカスズメバチはすでに対馬北部の広域に定着し、さら

には中部にも達していました。まだまんべんなく北部に広がっているわけではなく、沿岸部や平野部を中心

にその分布圏を南へと拡大中であると判断されました（図２）。いつ対馬に侵入したのかは不明ですが、数年

前に入ったのではないかと推察されました。そして完全に対馬へ定着し急速に分布を拡大中であることには

違いありませんでした。また北部の一部では個体密度はかなり高くなっており、伝統的養蜂として利用され

ている蜂洞（土着のニホンミツバチを誘導し、中に巣を作らせる）の大部分にこのスズメバチが飛来してい

ました。本種は様々な昆虫を狩る捕食者ですが、とりわけミツバチを好みの獲物にするのです。そして蜂洞

前に飛来すると、ホバリングしながら帰巣するミツバチの働き蜂を空中で捕らえ、そのまま巣に持ち帰ると

いう行動を何度も観察しました。 



第２章 環境活動と環境教育・研究  
 

- 20 - 

環境関連の研究 
 

 

 一方、ミツバチ側も防衛すべく、多数の働き蜂が巣前

に群をなしてスズメバチの捕獲行動を妨害しようとして

いました（図 3）。ミツバチの巣そのものを襲うわけでは

ないため、ミツバチを壊滅させることはないでしょうが、

蜜集め行動を阻害するなどミツバチに対して悪影響が出

る可能性が高いと思われました。 

 またツマアカスズメバチの大きな巣もいくつか観察し

ました。日本産のどのスズメバチよりも大型化する巣を、

樹上の高い場所に営巣するという習性を持っていました。

その巣の大きさから、本種の潜在的な繁殖力の高さを再

確認しました。 

 

（３）今後の課題と対策 

外来種ツマアカスズメバチは、対馬内で個体数を増大

しつつ、分布圏を急速に拡大していることが確実となり 

ました。これはつまり福岡や他の九州北部の町と船や飛

行機で結ばれている対馬内の空港や港が、このスズメバ

チの分布圏に入ることを意味します。すなわち、九州本

土への侵入リスクが飛躍的に高まってしまったことになります。これは現段階での最大の懸案事項です。 

 

 

図 3 ニホンミツバチを狙うツマアカスズメバチと防戦するミツバチたち 

 

とにかく九州本土を始め、日本本土への侵入だけはぜったいに食い止める必要があります。そのためは、

まず対馬内でのツマアカスズメバチの個体数増大を可能なだけ食い止める必要があります。春の時期なら女

王蜂を駆除するトラップを仕掛け、夏以降の時期なら、働き蜂をトラップに誘引し、遅効性の毒入り餌を巣

に持ち帰らせて巣内の女王蜂を殺す、といった防除体制を構築する必要があります。 

また予想される侵入先でモニタリングを実施し、侵入を早期に発見、本土への定着を水際で阻止すること

も重要です。行政サイドと住民の理解と協力なくしては、上に述べた対応は不可能です。そこでツマアカス

ズメバチについての各種調査を実施いていくことはもちろんですが、本種に関する知見を一般の方々にも分

かりやすい解説としてまとめ、また最新の情報を逐次公開していく予定です。 

 

 

図 2 2013 年秋時点での分布拡大状況  
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２．南極オゾンホールの動向と大気・海洋循環の関わり 

理学研究院地球惑星科学部門 廣岡 俊彦 教授 

 

研究の概要 

南極オゾンホールは、南極域上空高度約 12km から 22km 付近の成層圏オゾンが、南半球春先の 9 月か

ら 10 月にかけて大規模に破壊される現象で、フロンなどオゾン層破壊物質中の塩素や臭素が原因であるこ

とが知られている。近年、オゾンホール最大面積は横ばいから縮小に向かっており（図１）、オゾン層破壊物

質の変化傾向（図２）とほぼ一致する。一方、オゾンホール最大面積には大きな年々変動が見られ、この特

徴はオゾン層破壊物質には見られない。後者には、大気、特に成層圏大気の循環が大きく関わっており、成

層圏大気循環は、成層圏オゾンの変動をもたらすと同時に成層圏オゾンの変動からフィードバックを受け、

さらに地表付近の気候変動や、海洋循環にまで影響を与えると考えられている。これら、オゾンホール・大

気循環・海洋循環の相互関係は、環境科学の中で最もホットな研究テーマの一つであり、全容の解明が待た

れている。 

 

 

 

          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1. 1980 年～2013 年における各

年の南極オゾンホール最大面積の

経年変化図。単位は万平方キロ。

1995 年はデータ欠損のため描かれ

ていない。人工衛星観測データに基

づく。  

図 2. 世界の 5 地点(アメリカ、アメリ

カ領サモア、アイルランド、バルバド

ス、南極)で平均した、オゾン破壊能

力が高い特定フロン(CFC11、CFC12、

CFC113)体積混合比の経年変化図。単

位は pptv (1 兆分の 1 体積比)。世界気

象機関(WMO)の解析データに基づ

く。  
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３． 伊都地区（工学部、伊都地区センターゾーン）における環境研究 

伊都地区（工学部、伊都地区センターゾーン）では稲盛フロンティア研究センターをはじめ各部門で、様々

な環境研究に取り組んでいます。それらの研究成果は、マスメディアや公開講座などを通して、広く情報発

信をしています。  

 

○ 稲盛フロンティア研究センターにおける環境研究 

稲盛フロンティア研究センターでは、低環境負荷の社会の実現に向け様々な研究に取り組んでいます。 

それらの研究成果は、マスメディア、稲盛フロンティア研究講演会や一般向けセミナーなどを通して、広 

く情報発信を行うとともに、福岡市環境局環境審議会での委員活動を通して社会へ還元しています。稲盛 

フロンティア研究センターでは、環境に関する代表的研究として以下の様なことを行なっています。 

 

・燃料電池用白金電極の理論設計に関する研究 

・固体酸化物燃料電池燃料極高耐久化に関する研究 

・バイオマス燃料利用のための触媒理論設計に関する研究 

・低環境負荷に向けたエネルギー需給のあり方に関する研究 

・プロトン伝導性酸化物を用いた中温水蒸気電解による水素製造に関する研究 

・ナノ酸化物の界面伝導を用いた水電解による水素製造に関する研究 

・燃料電池用ナノ電極の研究開発 

・純スピン流を利用したスピンデバイスの低消費電力化に関する研究 

・クラーク数上位の Fe を主に用いたスピントロニクスに関する研究（次世代エネルギー研究部門）  
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 環境省が地球温暖化防止のために呼びかけている“CO２削減／

ライトダウンキャンペーン”が実施されることに伴い伊都キャンパ

スでもライトダウンキャンペーンを実施しています。  

 平成 26 年 6 月 21 日と 7 月 7 日の両日、屋外照明の一部の消灯

等を行いました。  

 

「環境月間」行事等  

 
キャッチフレーズ「かけがえのない地球（Only One Earth）」を掲げ、環境問題についての世界で初めて

の大規模な政府間会合、国連人間環境会議がストックホルムにおいて 1972 年 6 月 5 日から開催されました。

国連はこれを記念して、6 月 5 日を「世界環境デー」に定めています。  
 日本では、平成 5 年 11 月に制定された環境基本法において、6 月 5 日を「環境の日」、6 月を「環境月間」

として定めており、国、地方公共団体等において各種催しが実施されています。本学においても様々な取り

組みを行っています。「環境月間」に行った取り組み、または「環境月間」の趣旨に沿って行われた取り組

みについて、以下にご紹介します。  

１．ライトダウンキャンペーン 

                                           
 

 

 

 

２．学内の環境美化 

  伊都地区センターゾーン、農学研究院、病院地区、附属図書館、情報基盤研究開発センター、別府病院

等、多くの部局等で清掃作業や除草を行い、多くの学生・教職員が環境美化作業に励みました。 

 

１ 伊都地区センターゾーン 

伊都地区では、毎年、オープンキャンパス開催前に

一斉清掃を実施しており、平成 25 年度は、 8 月 3 日

に行いました。 

多数の教職員が参加し、キャンパス内及び学園通線

沿いのゴミを回収しました。 

 

 

 
 

２ 農学研究院 

  「環境月間」には、農学研究院等においても、「環境の日」「環境月間」の趣旨に沿って、毎年構内の

美化活動（清掃、雑草除去等）を行っており、多くの教職員、学生が参加しています。 
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 3 病院地区 

九州大学病院地区では、例年環境月間の時期を中心に、病院事務部と医系学部等事務部の職員による

清掃活動等を行っています。  

病院事務部では平成 26 年 5 月 29 日、病院地区構内の草刈り、構内のごみ拾い、道路脇や側溝の落ち

葉や土砂等の回収を行いました。医系学部等事務部では平成 26 年 5 月 16 日、薬学部玄関前駐輪場の放

置自転車撤去作業を実施しました。  

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 4 附属図書館 

  附属図書館では、環境月間の行事として館外の清掃活動を実施しています。 

中央図書館では、毎年 6 月の環境月間（または 5 月）及び 9～10 月に各１回、清掃活動を行ってお

り、図書館職員による除草作業、空缶、空瓶、ペットボトル、タバコの吸殻等のごみ拾いなどを行い、

図書館周辺の環境保全に積極的に取り組んでいます。また、各図書館等においても、学内の環境月間に

合わせて、清掃活動を実施しています。  

 

 5 情報基盤研究開発センター 

環境整備への取組として、情報基盤研究開発センター建物の周辺の除草作業(192m3)、清掃、不要物

品の整理及び放置自転車撤去作業を行いました。今後も多くの教職員で除草及び清掃作業を継続して行

う予定です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 6 別府病院 

病院内では、環境美化を目的として勤務時間以降に不定期

ではありますが、職員（医師・技師・看護師・事務職員）に

よる清掃活動（草取り）など、外来診療棟前ロータリーから

正門周辺草取り、構内道路の落ち葉やゴミ拾いなど、環境美

化のための活動を行い、梅雨前には建物の屋上樋廻りに溜ま

っているゴミ等の清掃を行っています。 
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３．省エネルギー活動  

  節電パトロール、冷暖房温度の設定の徹底等の取組を行い、省エネルギー対策を行っています。 

 

 １  理学研究院 

省エネルギー対策委員会を開催し、理学部地区における省エネルギー推進・検討をおこなっています。

夏季及び冬季期間中においては、最大使用電力値の上昇及び電力使用量を削減させるために省エネルギ

ーチェックシートを夏季月 2 回と冬季月１回、研究室毎等に委員会へ提出させ、節電意識の向上をおこ

なっています。また、部門等毎の電力使用状況が把握できるように月 2 回理学部等事務ホームページに

電力使用量を掲載しています。 

 

 ２  箱崎文系地区 

電力需給が増加する夏季（平成 25 年 7 月 1 日から平成 25 年 9 月

30 日までの間）及び冬季（平成 25 年 12 月 2 日から平成 26 年 3 月

31 日までの間）において、省エネパトロール等の節電対策を実施し

ました。 

 

 ３  病院地区 

東日本大震災のため、通常以上の節電を実施することとなった   

平成 23 年度より、病院では節電パトロールを行っています。 

  節電パトロールは、夏と冬、電力使用量が増加する時期に実施し

ています。南棟、北棟、外来棟、ウエストウイング、臨床研究棟に

ある各部屋を回り、節電が行われているか、チェックシートを見  

ながら確認していきます。節電を行っていなかった部屋については、

期間をおいた後、再点検を行っています。これにより、病院の節電

をより確実に進めていくことができ、同時にパトロールをする方、

される方個々人の節電意識も高めることができます。 

 

４  大橋地区 

夏季の冷房期間及び冬季の暖房期間には、電力使用量を抑えるために室内温度の設定を徹底し、省エ

ネ対策に努めました。大橋地区の電気契約については、平成 25 年 9 月 30 日付けで 900kW から 850kW

に契約変更し、その範囲内で収まるように節電を励行しました。 

また、補正予算における建物改修工事において 2 号館及び工作工房における空調機を省エネ仕様にし、

節電対策のための設備更新を行いました。 

 

  ５  別府病院 

別府病院ではエネルギー使用量の削減の一環として

電気量の削減を目的に、夏期の期間において病院内等

の節電パトロールを行っています。 

 

期  間： 平成２５年８月 

場  所： 病院本館、理療棟、研究棟 

回  数： 月１回（抜き打ち） 

人  数： 事務職員で構成し、３班にて実施 

実施方法： 診療及び研究を除く部屋毎に 

「節電チェックシート」にて節電の取り組み状況を確認する。 
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「環境月間」行事等  

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．放置自転車等の整理  

 

  放置自転車やバイクの撤去処分等を、病院地区、箱崎文系地区、理学研究院等、大橋地区で実施しまし

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                      

        

                                                  

病院地区 大橋地区 



第２章 環境活動と環境教育・研究  
 

- 27 - 
 

環境関連の公開講座  

 

１．体験！農業と食料・環境問題 （受講者：6 名 期間：10/5～11/9） 

農学部附属農場にて、野菜や果実の収穫、稲わらや畜肉の加工

等の農業生産と農業加工に関する体験をすることで、私たちの生

活に大きな影響を及ぼす日本農業の持続的発展や健全な環境の保

全について理解を深めてもらいました。  

【実施部局：農学部附属農場】 

写真：各種野菜種子の解説 

 

 

２．里山森林体験講座－野外活動で学ぶ環境問題と森林の働き（受講者：15 名 期間：7/29～31） 

 

小・中・高等学校の教員に、森林での体験活動をとおして自

然との適切な接し方や自然理解の方法を習得してもらうことを

ねらいとしました。森林での自然観察、簡単な森林調査・作業

などの経験が幅広い場面で子どもたちに反映されることが期待

されます。 

【実施部局：農学部附属福岡演習林】   

写真：森林生態系とその構成種についての解説 

 

 

３．九州山地の森を知ろう （受講者：17 名 期間：5/25～26） 

 

宮崎演習林の雄大な自然を満喫しながら、九州山地の森林の

構造や樹種、森林動物や演習林内の昆虫の生態的特徴、さらに

は宮崎演習林が位置する大河内地区の樹木方言など、様々な側

面から九州山地についての理解を深めてもらうとともに、それ

らの知識の相互関係や人間生活との関わりについても学んでも

らいました。  

【実施部局：農学部附属宮崎演習林】 

  写真：演習林内における野生動物のモニタリングについて説 

 明を受ける受講生 

 

４．九州山地の森と樹木 （受講者：15 名 期間：10/27） 

九州山地の中央部に位置する宮崎演習林の広大な森林の特徴

を生かして、森林育成・保全、地球環境における森林の役割な

どの永年にわたり実施してきた研究成果に基づいた講義と実習

を実施し、九州山地の森林や樹木、森林動物などの生態的特徴

や森と水とのかかわりに関する知識を深めてもらいました。 

【実施部局：農学部附属宮崎演習林】  

写真：天然生林内にある巨木の説明を受ける受講生 
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環境関連の公開講座 
 

５．十勝の樹木と森の成り立ち （受講者：17 名 期間：10/5～6） 

十勝でも数少ない落葉広葉樹天然林が残る北海道演習林の原生林

保全区において、樹木の形とその生態学的意味や樹木の名前・性質、

森林の構造等についての解説を行いました。樹種によって異なる樹

形，古いギャップや巨大な倒木など，実際の自然林を見学すること

で、森林の動態と光環境との関係についての理解を深めてもらいま

した。 

【実施部局：農学部附属北海道演習林】 

写真：巨大な枯死木についての解説風景 

 

６． 知っておかねば！国をまたがる環境問題、自然災害 （受講者：87 名 期間：12/7・12/14） 

ＰＭ2.5 等による越境大気汚染、東アジアの越境海洋汚染、東日

本大震災により発生した震災漂流物、温暖化による海面水位上昇と

それに伴う高潮や津波の発生について、九州大学の研究者による最

新の研究動向を紹介しました。講座を通じて国をまたがる越境環境

問題や自然災害の現状と解決策について理解し、環境・防災分野へ

の意識を高めてもらいました。 

 

【実施部局：工学研究院附属循環型社会システム工学研究センター】 

写真：質疑応答の様子 

                                     

７．これからのエネルギーを考える～未来へ向けて～ （受講者：30 名 期間：11/8～12/13） 

安全かつ安心して使えるエネルギーの開発のために伊都キャ

ンパスで行われている、地熱エネルギーや次世代電池の開発、

小水力発電の導入、燃料電池の活用などの最先端のエネルギー

研究について分かりやすい解説を行い、現在と未来のエネルギ

ーやエネルギーをとおした地域とのつながりについて理解を深

めてもらいました。 

 

【実施部局：工学研究院、カーボンニュートラル・エネルギー

国際研究所】 

写真：水素エネルギーによる燃料電池実験                                  
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写真  

 

 

 

 

 

 

 

 

アザメの瀬における検討会の様子 

環境関連の社会連携事業  

 

１．炭鉱関連博物館連携ネットワークを利用した炭鉱遺産を活用した教育プログラムの提案 

石炭は、世界の一次エネルギー消費の 28％、アジアでは

49％を占める主要エネルギー資源ですが、採掘の進展に伴い

採掘条件は深部化し、生産性の低下や炭鉱災害の発生並びに

地域環境問題での制約等、石炭産業の持続発展には課題も多

いのが実状です。また、石炭資源の開発・利用に際しては、

環境面への負荷が他の化石燃料に比べて大きいため、クリー

ン・コール・テクノロジー（CCT）開発・普及が環境対策上

で重要です。そこで、旧産炭地に存在している炭鉱関連博物

館のネットワークを充実し、博物館に蓄えられている石炭開

発・利用に係わる多くの遺産を教育現場にフィードバックす

る手法を構築することを目的とした事業です。            粉じん爆発実験の様子 

旧産炭地の博物館は主に九州地区と北海道地区に多く存在しており、今年度は特に、釧路市立博物館と連

携し、過去の災害事例に関する蓄積されたデータや北海道地方の炭鉱開発、発展、衰退状況、現場への教育

研修関連資料を提供いただくとともに、教材の一例となる簡易粉じん爆発装置を共同で開発しました。それ

らを実際に地域住民の会合で紹介したところ、極めてよい教育効果が発揮されました。今後は、教育現場へ

の非常勤講師の派遣方法、遠隔地授業の可否など具体的に検討し、教育プログラムの構築を目指します。 

 

【実施部局：工学研究院  連携先：釧路市立博物館】 

 

 

２．再生氾濫原アザメの瀬における地域活性化計画 

佐賀県北部を流れる松浦川中流域に位置する自然再生氾濫原

アザメの瀬は、住民参加による氾濫原再生事業の成功事例とし

て注目を集める一方、地元住民の高齢化や参加メンバーの減

少・固定化等の問題を抱えています。そこで、本学の有する学

術的知識や大学生の若い力を導入することで、利活用・活性化

について改善を図った事業です。 

 具体的には、民官学で連携を図り、小学生対象の環境学習教

室等の実施、地域住民と今後の利活用や維持管理について話し

合う検討会等の定期的な開催に取り組みました。その結果、地

域における市民活動が活性化し、地域住民のアザメの瀬再生事

業に対する関心が高まるとともに、地元集落間、子どもたちと年配者との交流を活性化することができまし

た。特に夏休みに開催した環境学習教室には、地元だけでなく、福岡都市圏からも多数の参加があり、外部

からのアザメの瀬や九州大学の取り組みに対する関心も高まりました。アザメの瀬で取り組まれている行事

やイベントをまとめた図鑑も本事業によって発刊されました。図鑑の発刊は、地元での情報共有や対外的な

広報資料として大きな役割を果たしています。また、地元住民によって、アザメの瀬における景観の季別変

化や利用状況に関する記録も行われ、自然再生事業の評価に関する学術資料及び行政資料として非常に重要

なデータを収集することができました。 

さらに、今年度は、女性懇談会を開催したことにより、それまで男性が主であった地域活動の場に、女性

が積極的に参加するようになり、女性特有の視点からの意見（蓮など湿地性の花を導入することによってア

ザメの瀬の魅力を伝わりやすくするなど）が出されるようになり、活動の内容も多様化、活性化しました。 

 

【実施部局：工学研究院  連携先：NPO 法人アザメの会、国土交通省九州地方整備局  武雄河川事務所】 
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図－1 平均風速 10m/s の風によって砂浜海

岸から住宅地内に輸送される飛砂

濃度のモデル計算結果 (x：風下方

向に取られた座標，y：奥行き方向に

取られた座標，z：地表面から鉛直

上向きに取られた座標） 

 
A：竹粉末と生ゴミを混合する直前の状態、

B：混合後堆肥化が進行中で湯気が確認で

きる、C：生ゴミをバケツで収集して各バケツ

の重量を測定している様子。 

環境関連の社会連携事業  

 

３．福岡県糟屋郡新宮町における飛砂対策に関する社会連携事業 

糟屋郡新宮町では、砂浜海岸からの飛砂の影響により

生活に支障が生じており、飛砂防止対策の実施が求めら

れています。そこで、豊かな海浜を守りながら有効な飛

砂対策を講じるための調査研究に取り組みました。 

今年度は、防砂ネット設置による飛砂量低減効果を現

地実験を通して調査し、効果的な防風ネットのメッシュ

サイズ、ネットの高さおよび設置方法を確立しました。

その他に、伝統的な杭式堆砂垣に対して、新たに開発し

た横板式堆砂垣の飛砂捕捉量の調査や新宮町を対象とし

た飛砂輸送量を解析的に求めるためのシミュレーション

環境を整備しました。 

今後は、これまで蓄積した観測結果と新宮町における

飛砂輸送量のシミュレーション解析結果とを比較検討を

行い、各対策工による飛砂量低減効果について定量的に

明らかにし、効果的な対策工を検討していく予定です。 

 

【実施部局：総合理工学研究院、工学研究院  連携先：糟屋郡新宮町】 

 

 

４．多良木町における生ゴミを利用した完熟堆肥の製造法の開発 

熊本県の多良木町では、人と自然が共生する町づくりを目

指した「多良木町バイオマスタウン構想」に取り組み、その

一環で、生ゴミのリサイクルシステムの構築を立案していま

す。その計画を支援するため、生ゴミの堆肥化の調査研究に

取り組みました。 

前年度、悪臭の発生等大きなトラブルなく毎月平均 7.6t

の生ゴミの収集実績をあげ、生ゴミの収集システムを確立し

たものの、堆肥化については、堆肥化速度と堆肥としての成

分に調査研究の余地を残しました。そこで、今年度は最適な

通気条件を見つけるべく調査研究に取り組み、ある条件下で、

堆肥化過程の温度が７０℃近くまで上昇して堆肥化速度を向

上させることに成功しました。また、完成した堆肥もコマツ

ナの発芽抑制をせず、全く悪臭を感じない完熟堆肥にするこ

とができました。 

今後は、この完熟堆肥を作物生産へ循環させるため、水田

条件と畑条件で完熟堆肥を用いた作物の栽培試験を行い、そ

の肥効を解析する予定です。 

 

【実施部局：農学研究院  連携先：熊本県多良木町】 
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開会挨拶を行う平松農学研究院長 

 

自然観察会の様子 

環境関連の社会連携事業  

 

５．農学研究院と足寄町との協力協定にもとづく講演会 

北海道足寄町において、農学研究院と足寄町との間で平

成 19 年 1 月に締結した協力協定に基づく講演会「地域の

生物資源を活かし環境を守る」を開催しました。 

講演会では酒井謙二教授による廃棄物バイオマスの微生

物変換を介した循環利用について、国内の有機廃液処理方

法や東南アジアでの持続型バイオマス利用などの例を挙げ、

微生物が地球環境を作っており、資源利用や環境保全の主

役であることをユーモアも交えて解説しました。続いて、

福田晋教授によるＴＰＰ（環太平洋連携協定）の問題点に

ついての講演が行われ，その影響が大きいと予想される北

海道農畜産業の今後のあるべき進路についても解説が行わ

れました。会場では、農林畜産業関係者や一般市民約 100 名が熱心に耳を傾け、活発な質疑応答もあり，

九州大学における農学研究の成果が効果的に提供されました。 

 

【実施部局：農学研究院  連携先：北海道足寄町】 

 

 

６．重要文化的景観「通潤用水と白糸台地の棚田景観」における 
水生生物を通した地域の担い手育成事業 

 

熊本県山都町内を流れる「通潤用水」は、平成 20 年に

文化庁重要文化的景観に選定され、歴史的にも生態的にも

高く評価された農業用水路です。山都町では、その用水と

周囲の棚田、そしてそこに棲む生物の保全と活用を通して、

地域活性化に努めていますが、現状は生物採集・調査を行

うことができる地域住民が少なく、その貴重な水路の生態

系を活用した地域の活性化事業は不十分な状況です。そこ

で、自然環境教育・啓発事業を行える地域の担い手を育成

することを目的とした事業です。 

具体的には、自然観察会を実施し、参加者の環境教育・

啓発を行い、地域の担い手を育成すると同時に、採集され

た生物の記録を残すことで生態系モニタリングにつなげる

ことを想定しています。 

今年度は、山都町教育委員会、市民団体と連携し、自然観察会を帰省シーズンに合わせて行い、多くの

子供たちが参加しました。九州の平野部から姿を消したタガメやゲンゴロウなどを採集、記録することが

でき、自然観察会を継続的なモニタリングとして活用する可能性を探ることができました。 

 

【実施部局：農学研究院  連携先：山都町教育委員会】 

 

 

 

 

 

 



第２章 環境活動と環境教育・研究  
 

- 32 - 
 

 

小学生を対象としたシイタケの栽培体験授業 

環境関連の社会連携事業  

 

７．里山における初等及び中等教育課程の森林環境教育の実践的導入 

福岡演習林が所在する篠栗町周辺の小・中学校と連

携して、生徒を対象に、福岡演習林のフィールドを活

用した森林環境教育を実施しました。 

８月に、篠栗北中学校の総合学習において里山林と

スギ・ヒノキ人工林の森林構造と、種の多様性につい

て実地で講義し、模擬的な森林調査を通じて里山森林

フィールドにおける環境教育を行いました。また、３

月には周辺の小学生に「小学生のための森のサイエン

ス」と題して、里山林の自然観察とシイタケの栽培体

験をする公開授業を行いました。 

この取り組みにより、小・中学生が地域の森林につ

いて興味、関心を持つと同時に、小・中学校の教員に

も社会科で取り扱われている林業や、環境教育の実践

経験の場を提供することができました。 

【実施部局：農学部附属 福岡演習林  連携先：篠栗町教育委員会】 

 

 

 

 

８．山間奥地集落における初等教育課程への森林環境教育の実践的導入 

宮崎演習林が所在する椎葉村の小学校と連携して、

小学生児童を対象に、宮崎演習林のフィールドを活用

した森林環境教育を実施しました。 

７月に、大河内小学校と小崎小学校の２校間交流に

おいて演習林内の大滝「御神の滝」の見学、９月に、

演習林の森林および宿泊施設を利用した大河内小学校

の通学合宿において「栂の木歩道」の散策を行い、生

物や自然に関する解説のほか、林業や森林管理に関す

る解説も行いました。 

この取り組みにより、小学生児童が地域の森林につ

いて興味、関心を持つと同時に、小学校の教員も森林

教育、環境教育の実践経験を積み、小学校の教育プロ

グラムの充実に貢献することができました。 

                         林内の「栂の木歩道」を歩く児童と小学校教諭  

   

【実施部局：農学部附属 宮崎演習林  連携先：椎葉村立大河内小学校】 
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シンポジウムの様子（畜産業と ICT の融合

研究の挑戦について基調講演をいただい

た産業技術総合研究所副統括 八瀬清志

博士の講演）。 

 

ミズナラ林の説明を受ける足寄中学校生

環境関連の社会連携事業  

 

９．北海道演習林を活用した中大連携・高大連携事業 

次代を担う子どもたちの理科離れ、森林体験の不足、地

域への理解不足が広がりつつある現状を踏まえ、地元の中

学校・高等学校と連携して、生徒を対象にした森林体験実

習等を実施しました。 

 足寄中学校の生徒には、北海道演習林内の観察歩道を見

学しながら、足寄の開拓と落葉広葉樹林の関係を解説する

とともに、重要な森林管理作業である除伐や枝打ち作業の

体験実習をアカエゾマツ人工林にて実施しました。 

 足寄高等学校においては、職員が出向き、足寄町と林業

の係わり、足寄町の森の特徴、職業としての林業、今後の

森林のあり方等について、講義を行いました。 

この取り組みにより、参加した生徒に森林や樹木に触れ

る機会を与え、地域の自然、林業、そして環境問題につい

て理解を深めてもらうことができました。 

 

【実施部局：農学部附属 北海道演習林  連携先：足寄町立足寄中学校、北海道立足寄高等学校】 

 

 

１０．大分県内における耕作放棄地放牧の推進と ICT 放牧管理システムの普及事業 

わが国では、農業従事者の減少などにより、急激に耕作放

棄地が増加しております。この耕作放棄地では、病害虫・有

害鳥獣の発生源、景観・生活環境の悪化などの問題を抱えて

います。この耕作放棄地など遊休地を放牧活用し農地として

保全することを目的とした事業です。 

高原農業実験実習場では、輸入穀物飼料に過度に依存しな

い国内の草資源を使った安心・安全で良質な肉牛生産に関す

る研究と労働環境改善等のため ICT 技術を取り入れた新しい

畜産システムに関する研究を行ってきました。これらの畜産

システムを活用し、耕作放棄地放牧を推進するため、大分県

と連携して、畜産農家や民間メーカーを集め、「耕作放棄地放

牧の推進と新しいネット技術で放牧を楽しくするための挑

戦」と題してシンポジウムを開催し、活発な議論を行いまし

た。今後、さらに多くの場所で普及できるように研究を進め

ていきます。 

                               

 

【実施部局：農学部附属農場高原農業実験実習場  連携先：大分県】 
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新聞に報道された環境活動 
 

平成 25 年 4 月～平成 26 年 3 月掲載分（九大広報 88 号から 93 号より抜粋）  

 １. 環境保全

有明海を守れ　上下流タッグ　関係5県流出物対策や森林保全　計画作りに携わる

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 島谷幸宏　工学研究院教授
日経、他2社 H25.7.7

イノシシ捕獲　スマホで一発　画像で確認わな操作　ベテラン猟師と九大研究者開発 西日本、他1社 H25.9.18
福津市緑生い茂り生物戻る　生き物の生息環境などに配慮した川づくりの技術提供

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　             　島谷幸宏　工学研究院教授
西日本 H25.10.22

ドングリ拾い100人が楽しむ　伊都キャンパスで　里山について説明

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                矢原徹一　理学研究院教授
西日本 H25.10.30

ウナギ食べて守る　かば焼き売上金で資源保全　望岡典隆　農学研究院准教授 朝日 H25.10.30

市保全協を設置、「糸島、松林49％枯死」九大准教授が報告　玉泉幸一郎　農学研究院准教授 朝日、毎日、他2社 H25.11.14

天然記念物のチョウの人工繁殖に取り組む　三枝豊平　名誉教授 西日本 H26.1.6

アオコ退治新手法　水面で野菜栽培　人工根で微生物繁殖　九大など中国と共同開発 西日本 H26.1.7

「自然は活用して守る」　新宮町環境フォーラム始まる　朝廣和夫　芸術工学研究院准教授 西日本 H26.2.23

 ２. エネルギー開発

燃料電池、寿命100倍に　九大が家庭用新技術5年後実用化目指す

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　  中嶋直敏　工学研究院教授
西日本、他8社 H25.5.4

豪雨被災地に明かり　手作り水車で発電　活用策に期待高まる　島谷幸宏　工学研究院教授 西日本 H25.5.14

次世代電池実用化へ始動　九大次世代燃料電池産学連携研究センター開所 西日本、他1社 H25.6.6
光合成フル回転施成長3割増　九大など成功　バイオ燃料増産に期待

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       射場厚　理学研究院教授、橋本美海　同特任助教
日経産、他1社 H25.7.31

大型放射光施設スプリング8-高分子材、産学連携で成果

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    高原淳　先導物質化学研究所主幹教授
日刊工 H25.8.16

「水素社会」動き加速　燃料電池車や発電　開発着々

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    佐々木一成　水素エネルギー国際研究センター長
読売、西日本 H25.12.15

光を高エネルギーに変換　九大　太陽電池高効率に 日刊工 H25.12.25

 ３. 地球温暖化・省エネ

砂漠で野菜栽培　太陽熱利用、水を冷却　九大チーム中東計画　濱本芳徳　工学研究院准教授 読売 H25.5.20
地熱発電熱く　固定価格買い取りが後押し　民間参入相次ぐ　2050年に発電の1割賄える

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      江原幸雄　名誉教授
西日本 H25.6.16

廃トンネルでハム熟成　省エネ、本場も認める味　佐々木久郎　工学研究院教授 朝日 H25.6.24
小水力発電　新たな流れ　水路やダム活用　自治体など注目　規制緩和で参入後押し

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    大塚久哲　名誉教授
読売 H25.12.24

 ４. 資源・リサイクル

蛍光管からレアアース回収始動　福岡県、九大、企業が連携　平島剛　工学研究院教授 産経、他3社 H25.4.1
コバルト・希土類を効率回収できる抽出剤を開発　住友鉱山と九大が共同開発で

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　後藤雅宏　工学研究院教授
日刊工、他1社 H25.5.21

レアアース回収50倍　高効率技術　九大など開発　後藤雅宏　工学研究院教授 朝日 H25.6.6

タケノコの皮で石けん　福岡・みやこ町の会社　九大で研究成果　あせもの原因菌抑制効果判明 西日本 H25.7.9

福岡市汚泥から水素製造販売　来年度中にも稼働方針　九大などと連携 読売 H25.11.12

築100年以上の空き家再生　九大生らリノベーション　地域の交流拠点に 読売 H26.3.30

 ５. その他

PM2.5飛来量予測へ　　鵜野伊津志　応用力学研究所教授、竹村俊彦　応用力学研究所准教授 朝日、他3社 H25.7.30

人工降雨装置12年ぶり稼働　東京都、小河内ダム周辺一時降雨　西山浩司　工学研究院助教 産経 H25.8.22

グリーン・ツーリズムシンポ 九大農学部などの学生によるＡＰＩＱ　食と農の懸け橋目指す 西日本 H25.11.22

食品廃棄物→飼料→養豚→食材普及　地域循環型社会目指す　中司敬　名誉教授 毎日 H26.2.1
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環境・安全教育  

 

１．新入生に対する環境安全教育 

 入学時に全新入生に、身近に発生する

トラブルや事故を未然に防ぐための普

段からの心がけや初歩的な対応をまと

めた冊子「学生生活ハンドブック」を配

布し、入学式において理事（副学長）が

説明を行いました。冊子の中の環境に関

する部分を示します。 

 

 

 

２．理学研究院の環境安全教育 

○ 理学研究院、理学部、理学府の教育研究においては、実験・実習が主要な部分を占め、想定される様々

な事故と、常に隣り合わせの状態にある。さらに近年では、教育研究のみならず、事務部門まで含めた広

い分野においてコンピュータや、ネットワークの利用が当たり前のようになり、それらの利用にともなう

ネットワークセキュリティの問題が大きく浮上している。環境安全教育は、理学研究院等の教育研究や、

日常的業務において、日々潜在的に存在する様々な危険から身を守るための基盤をなすものであり、また、

知らないうちに法令を犯すことのないよう、知識を整備しておく上でも重要な位置を占める。このような

観点から、理学研究院等では、労働衛生・安全専門委員会、安全・衛生部会を中心に、環境安全教育に取

り組んでいる。  

理学研究院等では、環境安全教育を円滑に進めるため、２０１０（平成２２）年３月に「理学研究院等

安全の手引き」を作成した。「理学研究院等安全の手引き」は、テキストと同時にマニュアルとしての活用

も想定し、以下に記す様々な項目を網羅し、理学研究院等の実情に即した、具体的で、わかりやすい記述

となるよう工夫している。  

 

  （１）事故発生時の処置 

 （２）化学物質の安全な取扱い 

 （３）廃棄物と排出水の処理 

 （４）高圧ガス及び危険ガスの取り扱いと高圧・真空実験の注意 

 （５）機械類の取り扱い 

 （６）電気の安全対策 

 （７）光と放射線・放射性物質の取り扱い 

 （８）生物科学に関する実験上の安全注意 

 （９）野外実習・調査 

 （10）ＶＤＴ作業及びコンピュータの安全管理とネットワークセキュリティ    

 （11）参考資料  

 

 

 

私達の手できれいな環境を 

 ① 学内に広報資料など掲示する時は、各学生係

等の許可が必要です。 
 ② 未成年者の喫煙は禁止されています。タバコ

を吸う時は、必ず灰皿のある場所で吸いましょ

う。歩行タバコは禁止しています。 

 ③ ゴミの分別収集に協力しましょう。（ゴミは

指定したくずかごへ） 

 ④ 公共の施設・備品を大切にしましょう。 
 

   九州大学の学生としての自覚を期待します。 



第２章 環境活動と環境教育・研究  

- 36 - 

環境・安全教育  

 

                  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「理学研究院等安全の手引き」（左）と「Safety Guide for the Faculty of Sciences」（右）表紙 

 

一方で、近年の外国からの留学生や訪問研究員の増加にともない、留学生や研究員が関わる実験中の事故

や、情報セキュリティ・インシデントが散見されるようになった。この様な状況を受け、外国人に対する環

境安全教育の充実と、そのための英語版安全の手引きの作成が望まれるようになった。そこで、２０１３（平

成２５）年７月に、労働衛生・安全専門委員会、安全・衛生部会を中心に「Safety Guide for the Faculty of 

Sciences」を作成し、外国人に対する環境安全教育態勢を整備した。  

理学研究院等では、これら日本語版及び英語版の安全の手引きを用いて、新入学部生（学部１年生）、学部

２年生進級者、新入大学院生、及び新任教職員に対し学科・専攻や部門、事務組織ごとに安全衛生説明会を

随時実施し、環境安全教育を推進している。また、説明会の受講状況の調査を毎年２回（４月と１０月）実

施し、環境安全教育の進展具合をチェックするように努めている。  

安全の手引きは、法改正、組織改変等による変更を適切に反映させた改訂を毎年行い、常に最新の情報を

提供できるように対策を取っている。また、冊子体に加え理学研究院のホームページにも掲載し、情報端末

さえあれば、いつでもどこからでも臨機応変に参照できるようにして、理学研究院等における安全確保、事

故防止、法令遵守のための活用を図っている。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
理学研究院ホームページの web 版「理学研究院等安全の手引き」と 

「Safety Guide for the Faculty of Sciences」 

  （http://www.sci.kyushu-u.ac.jp/html/etc/safety_guide.html） 
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環境・安全教育  

 

○ 低温センターでは、毎年度寒剤（液体窒素・液化ヘリウム）を利用する教職員・学生を対象に、高圧ガ

ス保安法に基づく保安講習会を、キャンパスごとに実施している。平成 2５年度は「高圧ガス及び低温寒

剤を安全に取り扱うための講習会」を次の通り実施した。なお平成２2 年度以降は、環境安全衛生推進室

と共催している。 

 

（１）内容 

１）高圧ガス及び寒剤の基本知識の講義等 

 

（２）開催場所・開催日 

１）箱崎キャンパス（箱崎地区センター担当） 

平成 2５年６月４日（火） 及び 平成２５年１２月４日（水） 

２）筑紫キャンパス（箱崎地区センター担当） 

平成 2５年６月１２日（水） 

３）病院キャンパス（箱崎地区センター担当） 

平成 2５年６月１８日（火） 

４）伊都キャンパス（伊都地区センター担当） 

平成 2５年６月２７日（木） 及び 平成 2５年１１月２７日（水） 

 

                                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．総合理工学研究院 

 大学院総合理工学府では、安全衛生教育を修士課程の授業科目として開設し、新入生全員に受講させ、安

全教育の徹底を図っています。 

 

 安全衛生教育は、学府共通の教育、専攻共通の教育、研究室独自の教育と、各人の研究環境に応じた教育

を実施しています。そして、この安全衛生教育の全てのコースを受講し、「レポート」と「安全管理に関す

る確認書」を提出した後、研究活動を開始することができます。 

 

○ 学府安全衛生教育（担当：副学府長） 

  安全教育の趣旨、必要性、教育システムの概要を説明します。 

 

 

箱崎地区 保安講習会の様子（平成２５年１２月４日（水）） 
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環境・安全教育  

 

 ○ 専攻（グループ）安全衛生教育（担当：専攻安全委員 他） 

学府が編集、発行している冊子「安全の指針」に基づいて、安全衛生管理、廃棄物、化学物質、電気、

機械類、ネットワークなど、具体的な項目ごとに講義を行います。 

１ 安全衛生管理システムの説明、励行事項の説明、事故発生時の連絡網と処置 

２ 放射線の安全対策 

３ 排出水と廃棄物の処理 

４ 充実した大学院生活を送るために 

５ 電気と光の安全対策 

６ 機械類の安全対策 

７ ネットワークセキュリティー等の情報管理 

８ 化学物質の安全と管理 等 

 

 ○ 研究室安全衛生教育（担当：各研究室） 

研究室特有の事項に関して、安全教育を行います。 

１ 研究室特有の実験や装置毎での使用法や注意点の説明 

２ 工作機械の取り扱いに関する講習会と実習の義務づけ 

３ X 線機器の取り扱いに関する講習会、実習、健康診断の義務づけ 

４ 研究室や実験室周辺の安全・避難器具の使い方 

５ 学生教育研究災害傷害保険加入の勧誘 

６ 「安全教育に関する確認書」の提出指導 等 

 

４．工学部  

○ 公開講座「九州大学で水素エネルギーを学ぼう」 （機械工学部門） 

福岡市と九州大学が協働して開催している市民向け科学技術理解増

進事業の一環として、夏休み中の小中学生を対象に、九州大学伊都キャ

ンパスの水素研究施設の見学及び水素による発電実験授業を開催し、地

球環境問題と機械工学の関係を紹介しました。今年も福岡県の協力も得

ることができ、FCVカーの試乗会も行われました。 

 

主催：九州大学、福岡市 

後援：（公財）九州大学学術都市推進機構、福岡県、 

福岡水素エネルギー戦略会議、（社）日本機械学会九州支部 

開催期日：平成25年8月24日（土）13：30～16：30 

会場：九州大学伊都キャンパス 

受講対象者：市内在住の小学５年生～中学生 

参加人数 ：26名(同伴者除く) 

 

水素による発電実験風景 

  

FC ミニカー走行実験 
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○ 公開講座「科学実験教室」 （材料工学部門） 

工学研究院材料工学部門（宗藤伸治准教授・寺西亮

准教授）が環境に係わる社会活動の一環として、小 

学校高学年を対象に、熱電発電材料や超伝導材料を用

いて「温度」をテーマにした科学実験教室を２回開 

催しました。 

日程：平成２５年８月８日 

場所：糸島市図書館 

参加者：小学１～６年生 ３５名（保護者約９名） 

日程：平成２５年９月２５日 

場所：糸島市東風小学校 

参加者：小学４年生 １００名（保護者約６０名） 

 

 

○ 安全の手引き等の作成 

（工学研究院航空宇宙工学部門、応用化学部門) 

各部門等環境教育や安全教育の一環で手引きを作成し、毎年講習等を行っています。 

学生には留学生等も多くいるため、英語版も作成しております。 

また、安全衛生職場相互巡視を月１回実施等行なっております。 

   

航空宇宙工学部門「安全衛生・環境管理の手引き」一部抜粋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

応用化学部門「安全のてびき」一部抜粋 

 

興味津々に実験を見つめる子どもたち
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５．農学研究院 

 本研究院では、２０１１年に「安全の指針」を改訂するとともに、英訳版「Safety guide」を作成しまし

た。また、「安全の指針」を基に、日本語版、英語版の安全教育スライドを作成し、環境安全指導に活用して

います。 

 

 
「安全の指針」表紙          「Safety guide」表紙 

 

 

「安全教育スライド（日本語版）」表紙        「安全教育スライド（英語版）」表紙 

 

６．病院地区 

（１）病院職員への研修 

九州大学病院では、良質な医療を提供する体制を確立するために、院内感染対策研修会、医薬品安全管理

研修会、医療安全管理研修会という３つの研修会が開催されています。 

  研修会は病院全職員対象、新採用者対象、職種別対象と対象者が分かれているため、より有意義な研修が

行えるようになっています。 

その中の一つのテーマとして環境安全も取り上げられています。 

【平成２５年度に行われた研修（環境安全に関するもののうち一部を抜粋）】 
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内視鏡による院内感染予防、医療安全とヒューマンファクターズ、感染性廃棄物と環境整備、処置別感染防

止対策と職業感染予防策、感染経路別予防策、エピネット（針刺し・切創報告書）の年度集計報告 

 

（２）看護部における新採用者への研修 

 看護部では、特に新採用者に対して、現場において医療安全管理と感染防止の教育を行い、研修のテーマ

としても取り上げています。 

また教育するだけではなく、同時にその技術が身についているかどうかの調査も実施し、新採用者への教

育方針を考えるための指針としています。 

 調査は、新採用者入職時研修後、６ヶ月後、１２ヶ月後の３回行い、技術習得及び実践に対して新採用者

が自己評価したものを集計する形を取っています。 

 

 
【技術習得及び実践度の比較】 

 

※このグラフは、安全確保と感染防止の技術の習得状況について、新採用者が４段階評価で自己評価したも

のを平均したものです。 

（新採用者入職時研修後調査時１１５名、６ヶ月後調査時１１５名、１２ヶ月後調査時１１２名） 

 

７．別府病院・病院 

平成２６年４月に、九州大学病院からのテレビ中継を使い、転任者及び新

規採用者に「新採用者合同研修」等に基づき、医師・看護師・職員が講師と

なり次のような安全教育を実施しました。 

 

【講義内容】 

１．病院概要 

２．医療安全管理について 

３．院内感染防止について 

４．個人情報保護について 

５．就業規則について 

６．防災について 

７．薬剤とオーダーの運用について 

８．栄養管理について 
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８．環境安全衛生推進室 

安全衛生セミナーの開催 

  本学における安全衛生推進のために必要な知識と情報を提供することを目的として、平成 25 年度は、

以下の安全衛生セミナーを開催しました。  

 

対象 内容 開催日 参加人数

作業主任者及び作業管理

監督者等  

労働災害防止対策の基本 H25.7.5 23 名  

衛生管理者及び衛生管理

業務に従事する職員等  

衛生管理者等能力向上教育研修 H25.10.2, 10.3 67 名  

事務局各部長・課(室)長及

び各部局事務(部)長・課長  

教職員のメンタルヘルスの現状と

対策 

H25.12.19 63 名  

総括安全衛生管理者及び

部局長等  

大学の保健管理の課題 H26.2.3 42 名  

 

局所排気装置定期自主検査講習会の開催 

労働安全衛生法により、局所排気装置については、１年に１回の定期自主検査を行うよう義務付けら

れていますが、当該検査は専門性を伴うものであり、各部局において適正な検査を実施するため、適切

な知識を習得するための機会として、講習会を以下のとおり開催しました。  

 

対象 開催日 参加人数

局所排気装置を設置した研究室等において同装置を使用する

教職員又は各部局において安全管理を担当している教職員 

講義 H26.2.28 

実習 H26.3.5～3.7 

23 名  
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環境関連の授業科目 

 

 ここでは、伊都地区センターゾーン（比文等)、貝塚地区及び芸術工学部等の環境に関する授業科目と研究を紹

介します。 

伊都地区センターゾーン 

部局等 科   目 

全学教育 社会性、環境・人類・地域、科学技術論、生物科学Ⅰ、生物科学Ⅲ、化学

Ⅰ、化学Ⅱ、化学Ⅲ、地球科学Ⅰ、地球科学Ⅱ、地球科学Ⅲ、図形科学Ⅲ、

自炊塾、糸島で学ぶ命の在り方・尊さと食の連関、糸島農林留学、いのち

の授業、伊都キャンパスを科学するⅠ、糸島の水と土と緑、課題協学安心

な地球環境を求めて、フィールド科学研究入門、放射線とは何だろう、体

験的農業生産学入門、水の科学、身近な地球環境の科学 

比較社会文化学府 環境と人類、産業経済論（資源・エネルギー問題、環境問題）、生物圏環

境学（群集レベルの環境生物学）、生物圏環境学（種レベルの環境生物学）、

岩石圏環境学（固体表層環境科学）、岩石圏環境学（堆積環境論）、岩石

圏環境学（岩石圏物質科学）、環境基礎論、環境物質論、森林環境保全学、

自然資料学、大陸地殻の成り立ちとその変動、ゴンドワナ変動論、海洋底

環境変動論、土壌生物学概論、系統地理学概論 

 

貝塚地区 

部局等 科   目 

法学部 国際環境法特殊講義 
経済学部 環境経済学、現代西洋経済史 
人間環境学府 環境心理学特論、アーバンデザインセミナー 
法務学府 環境法 
経済学府 国際農業政策特研Ⅰ、市場経済史特研Ⅰ 

 

芸術工学部，芸術工学府 

部局等 科   目 

芸術工学部 環境社会経済システム論、環境設計ﾌｨｰﾙﾄﾞ基礎演習、環境材料論、ランドス

ケープデザイン論ランドスケーププロジェクト、環境保全論、環境人類学、

緑地環境設計論、都市環境設計論 
芸術工学府 自然・森林遺産論、環境・遺産デザインプロジェクトⅠ、ランドスケープマネジ

メント、持続社会マネジメント、国際協力マネジメント 
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種別 単位 対策前 対策後 削減量 削減率  削減量(ton) 削減率

電気 kWh/年 138,942 63,902 75,040 54% 28.89 54%

電気 kWh/年 108,449 65,635 42,814 39% 16.48 39%

（電力削減） 電気 kWh/年 230,280 126,147 104,133 45%

（ガスヒートポンプ空調導入） ガス m3/年 0 6,467 -6,467 -

（重油燃料廃止） 重油 kL/年 24 0 24 100%

電気 kWh/年 407,070 265,578 141,492 35% 54.47 35%

電気 kWh/年 5,490 1,327 4,163 76% 1.60 76%

192 47%

給湯設備の高効率化

対策

90.39

エネルギー使用量 CO2排出量

67%

照明器具の高効率化、センサー化

外灯の高効率化（ＬＥＤ、無電極ランプ）

空調設備の高効率化

変電設備の高効率化

エネルギー消費抑制に向けた取り組み 

 

本学では、低炭素キャンパス実現に向け、具体な行動計画「九州大学の地球温暖化対策実現に向けて」

を策定し、様々な取り組みを検討・実施しています。  

削減目標を、2008 年度を基準とし、2010～2015 年度までの第 1 ステージで原単位(延床面積当たりの

CO2 排出量 kg-CO2/m2)6％削減としています。  

 
 

（節 減 活 動 の実 践 ） 
 

●「可視化」による意識の改革 

・エネルギーモニター → 最大電力お知らせメール 

・エアコンの運転管理 → 定時停止、スケジュール運転 

●「節減活動」の実践 

・節減活動 → 省エネルギーの呼びかけ 

・省エネパトロール → みんなでチェック   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                

     省エネパンフレット                省エネポスター 

 

（エネルギー消 費 量 の少 ない機 器 等 の導 入 ） 

 

●トップランナー方式に基づく機器の更新 

・変圧器     → 施設整備補助金等 

・エアコン    → 運転管理導入、運営費交付金 

・冷蔵庫・冷凍庫 → 集約・統合、運営費交付金 

●省エネルギー対策（平成 25 年度実施分） 

ライフスタイルの改 善

体 質 の改 善  
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（１） 照明器具の高効率化 

        損出の大きな 110W 蛍光灯から LED ライト 62W 照明への更新を行い、消費電力を削減した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 改 修 前 ）            （ 改 修 後 ）  

蛍 光 灯 110W         LED ラ イ ト 62W 

 

（２） 空調機の高効率化 

居室の空調機を高効率型の空調機へ更新を行い、消費電力を削減した。  

        

（ 改 修 前 ）              （ 改 修 後 ）  

空 調 用 室 内 機              高 効 率 空 調 用 室 内  

 

（３） 変圧器の高効率化 

電気室の損出の大きな変圧器からトップランナー型変圧器へ更新し、消費電力を削減した。  

 

 

 

 

 

 

（ 改 修 前 ）                    （ 改 修 後 ）  

老 朽 化 し た 変 圧 器            ト ッ プ ラ ン ナ ー 型 変 圧 器  

        

（４） 外灯の高効率化 

250W 水銀灯を LED60W ライトに取り替えることによって、消費電力を削減した。  

     

 

 

（ 改 修 前 ）              （ 改 修 後 ）  

水 銀 灯 250W           LED ラ イ ト 60W   
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エネルギー消費抑制に向けた取り組み 

 

 

（新 エネルギーの開 発 ・導 入 ） 
 

●再生可能エネルギー導入 

・太陽光発電設備  → H25 年度に(伊都)先導物質化学研究所に 10kW を整備  

 

・風力発電設備   → H22 年度に風レンズ風力発電設備 196kW を整備  

●新エネルギー研究開発   → 水素エネルギー、バイオマス・エネルギー 

 

省エネパトロール  

  本学では、低炭素キャンパス実現に向け具体な行動計画「九州大学の地球温暖化対策実現に向けて」を

策定し、様々な取り組みを検討・実施しています。  
  省エネパトロールは、本行動計画の 1 つである「ライフスタイルの改善（節減活動の実践）」のさらな

る推進を図る目的で、夏季と冬季に実施しました。  
 
 夏季の省エネパトロール 

実施メンバー 環 境 安 全 衛 生 推 進 室 エ ネ ル ギ ー 資 源 管 理 部 門 構 成 員 、 地 区 施 設 系 職 員  

実施部局等    全 学 を 対 象 （ 24 部 局 ）  

実施日程      平 成 25 年 7 月 16 日 (火 )～ 7 月 30 日 (火 )  
実施内容 

   ・ 部 局 等 で の 省 エ ネ に 関 す る 取 り 組 み 状 況 の 確 認  

   ・ 各 部 局 5 室 程 度 を 省 エ ネ パ ン フ レ ッ ト の チ ェ ッ ク シ ー ト に 沿 っ て 調 査 (20 項 目 )   
・ 調 査 場 所 ・ ・ ・ 事 務 室 ／ 講 義 室 ／ 学 生 自 習 室 ／ リ フ レ ッ シ ュ ス ペ ー ス ／  

廊 下 ／ 便 所 な ど （ 全 127 室 ）  
実施結果   

 

 

 

 

 

 

 

チ ェ ッ ク シ ー ト の 20 項 目 （ YES ま た は NO） の 評 価 結 果 と し て 省 エ ネ 名 人 80％ 、 ま あ ま

あ 20％ で 、 各 部 局 と も 省 エ ネ に 取 り 組 ん で い ま し た 。 調 査 の 結 果 、 エ ア コ ン の 設 定 温 度 （ 室

温 28℃ ） の 徹 底 や 、 照 明 の 間 引 き 点 灯 に つ い て は 、 ほ と ん ど の 部 局 で 実 施 し て い ま し た 。 今

後 、 さ ら な る 省 エ ネ を 実 施 す る た め 、 昼 間 の 外 光 の 取 り 入 れ に よ る 部 分 点 灯 や 、 電 気 機 器 の

待 機 電 力 の カ ッ ト 等 の 取 組 み が 必 要 で す 。 今 後 も 積 極 的 に 情 報 発 信 を 行 い 、 省 エ ネ 活 動 を 推

進 し た い と 考 え て い ま す 。  
な お 、 冬 季 の 省 エ ネ パ ト ロ ー ル は 12 月 16 日 ～ 24 日 に 実 施 し ま し た 。  

                 

YESが17個以上 YESが12～16個 YESが5～11個 YESが4個以下

省エネ名人 まあまあ まだまだ もっと努力

20部局 5部局 0部局 0部局

ダイエット手 法 の改 善  

省エネ意識調査 空調機の設定温度と室温の確認 冷蔵庫設定温度調査 
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名　称

 山頂 70 kW ×2 13,906 kWh

 屋外運動場 5 kW ×5

 屋外実験フィールド 5 kW 53 kWh

 先導研北側 5 kW ×4 433 kWh

 農学系ゾーン 3 kW ×2

合　計 14,392 kWh

容　量 H25年度　発電量

196  ｋＷ

測定不可

測定不可

◆風力発電（伊都地区）

エネルギー消費量  

 

 

九州大学では、環境自主行動計画「九州大学の地球温暖化対策実現に向けて」を策定し、その中の取り組

みである、ライフスタイルの改善(節減活動の実践)、体質の改善(エネルギー消費量の少ない機器等の導入)、

ダイエット手法の改善(新エネルギーの開発・導入)を行い、先進国のエネルギー依存型社会、言わばエネル

ギーメタボからの脱却に向けた様々な取り組みを検討・実施しています。 

 

１．エネルギー消費量 

本 学 で は 、省 エ ネ 対 策 の 一 環 と し て 、

コ ー ジ ェ ネ レ ー シ ョ ン に よ る 自 家 用

発 電 を 行 っ て お り 、 平成 25 年度の発電

量は 4,144 千 kWh です。コージェネレー

ションによる発電量は消費電気量ではなく、

燃 料 で あ る ガ ス や A 重 油 の 消 費 量 と

し て 示 し て い ま す 。 た と え 消費電気量

が減少していても、ガスや A 重油が大幅に

増加していれば、必ずしもいい評価は得ら

れません。  

平成 25 年度のエネルギー消費量を前年度と比較すると、電気とガスの消費量は増加しました。主な要因

として考えられるのは、昨夏は九州地区で観測史上最高を記録する等の猛暑となり、福岡市では 7 月の平均

気温が全国最高の 30℃となったことや、12 月後半と 2 月中旬による寒波の影響によって平年より寒くなる

等、気温の影響による空調機の冷房・暖房需要の増加が考えられます。また、カーボンニュートラルエネル

ギー国際研究所施設と次世代燃料電池産学連携研究施設が本格的に運用開始されたことや、サイクロトロン

施設の開所など、新たな施設整備に伴う研究活動の活性化によると思料されます。  

 

２．自然エネルギー 

 

太陽光発電や風力発電は、伊都キャンパ

スを中心に行われています。平成 25 年度

末の全容量は 541 kW であり、発電量は、

342 千 kWh です。 

風力発電は、実験研究中で本格的な発電

に入っていないこともあり、発電容量に対

する発電量は、太陽光発電の 1/12 となって

います。 

                                       

                                              

 

 

 

 

年 度
電 気

千ｋＷｈ
ガ ス

千 ｍ3
Ａ重油

ｋＬ
灯 油

ｋＬ

H 19 135,770 9,356 2,288 156
H 20 136,851 8,683 3,256 145
H 21 139,952 9,551 1,343 136
H 22 145,948 10,528 885 150
H 23 140,874 9,998 731 128
H 24 140,194 9,455 609 117
H 25 145,552 9,717 542 113

エネルギー消費量

地 区 建物名称

 ウエスト2号館 90 kW 102,588 kWh
 ウエスト3・4号館 65 kW 36,549 kWh

 課外活動施設Ⅰ 50 kW 57,834 kWh

 次世代ｴﾈﾙｷﾞｰ 20 kW 23,566 kWh

 ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙ 27 kW 25,606 kWh

 ｶｽﾐｻﾝｼｮｳｳｵ 1 kW 1,122 kWh

 総合研究棟 30 kW 25,740 kWh

 産学連携ｾﾝﾀｰ 30 kW 25,740 kWh

 応用力学研究所 5 kW 4,290 kWh

西 新  西新プラザ棟 10 kW 8,580 kWh

病 院  総合研究棟 12 kW 10,296 kWh

箱 崎  21世紀交流ﾌﾟﾗｻﾞ 5 kW 6,140 kWh
345 kW 328,051 kWh

容　量 H25年度　発電量

伊

都

◆太陽光発電

合　計

筑

紫
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エネルギー消費量  

 

３．消費熱量 

平 成 25 年 度 に 大 学 全 体 で 消 費 さ れ

た エ ネ ル ギ ー 使 用 量 は 、 約 192 万 GJ

で 、箱崎、伊都、病院、筑紫、大橋、別府

キャンパス（以下主要キャンパス）で、約

98.4％を消費しています。また、エネルギ

ー種別の全体に占める割合では、電力使用

量が 74.9％、都市ガス使用量が 23.4％とな

っています。  

 各エネルギー消費量に換算係数を掛け

て 1 次エネルギーに変換し、エネルギー種

別ごとに比較すると、平成 25 年度のエネ

ルギー使用量は前年度比 3％増となってい

ます。  

また、主要キャンパスのエネルギー消費

量を稼働面積で除した値（以下、「原単位」

という）を比較すると平成 25 年度は前年度

比 3％増となっています。  

                                    

 

 

各エネルギーから熱量への換算係数は、

下表の通りです。  

換算係数等 （ H25 年 度 ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 稼働面積は 、 建 物 の 稼 働 日 数 を

考 慮 し た 面 積 と し て い ま す 。  

ｴﾈﾙｷﾞｰ

 電気(昼) 9.97 GJ/千kWh

 電気(夜) 9.28 GJ/千kWh

 都市ガス 46.10 GJ/ 千m3

 A重油 39.10 GJ/ kL

 灯  油 36.70 GJ/ kL

 稼働面積

換算係数

907,279m2
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エネルギー消費量  

 

４． CO2 排出量 

   省エネ法の改正により平成 21 年度

から全学のエネルギー使用量の把 握

が義務化されたことにより、二酸化炭

素排出量についても平成 21 年度より

大学全体の排出量としています。  

これに伴い、平成 25 年度における本

学のエネルギー起源の CO2 排出量は大

学全体で約 11.4 万トン、主要キャンパ

スで約 11.2 万トンとなり、主要キャン

パスの CO2 排出量を比較すると、前年

度比で約 15.1％増、原単位は、前年度

比の約 14.2％増となっています。 

 

 

 

 

  

 平成 25 年度の CO２排出量は、大学全体のエネルギー消費量が増えたことに加え、九州電力の排出係数

が前年度と比べて増加した結果、大幅な増加となりました。  

 （排出係数の増加の要因は、原子力発電所の運転停止が継続し、代替する火力発電の発電量（燃料：石   

炭・LNG）が増加したため）  

エネルギー種別 キャンパス H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

全地区(筑紫を除く) 0.387 0.374 0.369 0.385 0.525 0.525 0.612
筑　紫 0.555 0.374 0.586 0.560 0.612 0.612 0.612

～9月　2.28
10月～ 2.22

別　府 2.33 2.33 2.33 2.33 2.33 2.33 2.36
A重油(kg-CO2/L) 全地区 2.71 2.71 2.71 2.71 2.71 2.71 2.71
灯油(kg-CO2/L) 全地区 2.49 2.49 2.49 2.49 2.49 2.49 2.49

主要地区 837,845 839,119 842,179 885,115 892,261 899,611 907,279
全地区 - - 890,741 931,454 939,545 946,895 954,780

電気

(kg-CO2/kWh)

排　出　係　数

都市ガス

(kg-CO2/m
3
)

全地区(別府を除く) 2.22

※ 稼働面積は建物の稼働日数を考慮した面積としています。

2.28 2.28 2.28 2.28

稼働面積(m
2
)

2.22

キャンパス H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

箱　崎 14,480 13,795 13,780 14,461 17,955 18,032 21,789

伊　都 11,087 11,076 12,831 14,673 17,925 17,474 21,287

病　院 45,945 47,140 43,776 45,892 53,141 51,916 58,254

筑　紫 6,020 3,779 6,393 5,191 7,221 6,602 7,134

大　橋 1,306 1,239 1,179 1,268 1,503 1,394 1,598

六本松 1,475 1,371 - - - - -

別　府 1,965 1,792 1,789 1,784 2,090 2,060 2,275

その他 - - 1,120 1,109 1,364 1,433 1,549

合　計 82,278 80,192 80,868 84,403 101,225 98,936 113,886

                                       キャンパス別 ＣＯ２ 排出量　　　　　　　　　               単位：t-CO2
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水使用量と循環利用  

 

１．水の使用量 

 
  水の使用量は、上水、地下水・雨水及び

再生水の使用量の合計であり、平成 25 年

度の使用量は年間で約 91.6 万 m3
です。こ

の内、約 51％の 46.7 万 m3
を地下水や再生

水等でまかなっています。  
  上水、下水の年間使用量は、減少傾向と

なっていますが、これは、伊都や筑紫キャ

ンパスの実験排水の再生循環利用や、病院

キャンパスの雑用排水の再生利用が寄与

しています。  
 
   平成 25 年度の箱崎、伊都キャンパスの

水の使用量を原単位でみると伊都キャン

パスが低いことが判ります。これはトイレ

以外のすべての排水を処理し、再生利用し

ているためです。  
 

    
 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

２．排水の再生利用 

 
  新病院では、病棟から発生する風呂や洗

面等の排水及び雨水を処理しトイレの洗

浄水として再利用する設備を設置してい

ます。平成 25 年度は約 3.8 万 m3
を再利用

水として使用しており、これは 25 年度の

病院キャンパスにおける水使用量の約 7％

に相当する量です。  
また、伊都地キャンパスは、平成 25 年

度の水使用量 12 万 m3
の内、55％の 6.7 万

m3
を再生水でまかなっています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：万 m3 

キャンパス
原単位

(㎥/㎡)

　　箱　崎 0.67

　　伊　都 0.52

面積原単位（H25年度）

種　別 箱 崎 伊 都 病　院 筑 紫 大 橋 別 府 合  計

　上　水 2.30 5.59 31.58 0.93 4.50 44.90

　地下水 12.00 20.79 1.26 1.28 35.33

　温　泉 3.56 3.56

　再生水 6.76 2.60 0.82 10.18

　再生水（雨水） 1.24 1.24

合　計 14.30 12.35 56.21 3.01 1.28 8.06 95.21

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　水使用量　平成２５年度  　　　　　　　　　単位 ： 万ｍ
3
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九大 Web リサイクルシステム 

 
 本学においては、遊休物品及び貸付物品等の情

報を提供するために、Ｗｅｂシステムを利用した

「九大 Web リサイクルシステム」を本学ホーム

ページに学内掲載し、平成 18 年 7 月 1 日から運

用しています。 

 これまでの 8 年間で 578 件が成立しており、

削減効果は約 8,200 万円相当となりました。昨年

度は件数に減少が見られますが、物品等の有効活

用、経費削減を図るため、教職員へポスター掲示

やホームページでの周知等により、さらなる利用

の拡大を図っているところです。 

「九大Ｗｅｂ リサイクルシステム」 の学内周知用ポスター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

用紙使用量 
 
    

用紙使用量の削減について、経費削減・環境配慮の両面から取り

組んでいるところです。 

   今後も使用量抑制のため、スキャン等を利用したペーパーレス

化、裏紙の利用や複数ページを 1 ページにまとめて印刷する N アッ

プ機能による用紙の有効活用等、今まで以上の意識向上に努め、取

り組みを継続して実施します。 

  また、複合機への切り替えや古紙回収なども視野に入れて抑制を

進めます。 

 

内　　　訳 件 数 金  額

 実験用装置等 11 2,705,690

 パソコン、複写機等（周辺機器含む） 13 371,258

 上記関連 消耗品（ＣＤ、トナー等） 26 424,099

 事務用備品（机、書架、ロッカー等） 11 350,147

 事務用消耗品（筆記具、用紙等） 8 58,407

合　　計 69 3,909,601

平成２５年度実績

年度 購入枚数 再生紙

Ｈ１７ 6,548万枚 A4,A3,B5,B4

Ｈ１８ 6,476万枚 A4,A3,B5,B4

Ｈ１９ 6,543万枚 A4,A3

Ｈ２０ 6,384万枚 A4,A3

Ｈ２１ 6,605万枚 A4,A3

Ｈ２２ 6,424万枚 A4,A3

Ｈ２３ 5,897万枚 A4,A3

Ｈ２４ 6,635万枚 A4,A3

Ｈ２５ 6,825万枚 A4,A3
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古紙回収量と可燃ごみ 
 

 
 生活系ごみの中で可燃ごみが占める割合

は大きく、可燃ごみの中には資源化できる

メモ用紙等の紙切れが多く混入していたこ

とから、平成 13 年より資源化率を高める

ため、割り箸の袋、封筒、名刺等々小さな

紙切れも古紙として回収することにより可

燃ごみの減量、資源化率の向上に努めてい

ます。  

 

 医系学部においては、右ポスターを各部

屋に掲示し、部屋に古紙回収箱を設置する

ように呼びかけています。その他、古紙回

収の徹底をメールで通知する等、各教職員

が互いに協力し合い意識をもって実際に行

動していくよう、周知徹底を図っています。  

 

１．古紙と可燃ごみの重量比率               

  古紙と可燃ごみに占める古紙の割合は、右のグラ

フに示すように、部局等によって大きな開きがあり

ます。  
 可燃ごみの中に含まれる「紙」を減らし，古紙へ

の転換を進めるために、環境点検などいろいろな取

り組みを行って来ましたが、まだ改善の余地があり

ます。

年度 古紙(ﾄﾝ) 可燃ごみ(ﾄﾝ) 古紙の割合

17年度 592 2,096 22.0%

18年度 634 1,899 25.0%

19年度 549 1,978 21.7%

20年度 592 1,987 23.0%

21年度 546 2,038 21.1%

22年度 529 2,032 20.7%

23年度 512 1,842 21.8%

24年度 511 1,544 24.9%

25年度 533 1,570 25.4%  

 

２．個人情報を含む文書の処理 

 病院内で出た個人情報を含む文

書に関しては、環境に配慮し、平成

19 年度より溶解処理後、トイレット

ペーパーや段ボールなどに再利用さ

れる処分を実施しています。  

部局ごとの古紙と可燃ごみの重量
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グリーン購入 
 

 

 
 グリーン購入とは、「国等による環境物品

等の調達の推進等に関する法律」（グリーン

購入法）に基づき、環境にやさしい物品の購

入やサービスの提供を推進するものです。本

学においても、「環境物品等の調達の推進を

図るための方針」（調達方針）を策定・公表

し、これに基づいて環境物品等の調達を推進

する努力をしています。  

具体的には、調達案件の仕様書等に、グリ

ーン購入基準適合製品であることを明記し、

可能な限り環境への負荷の少ない物品等の

調達を目指しています。  

平成 25 年度においては、調達方針どおり

に、すべての特定調達品目についてグリーン

購入を行いました。  

今後も、グリーン購入基準適合製品の購入

を推進するよう大学全体で取り組むことが

必要と考えています。  

 
 
 
 
 
 

マテリアルバランス 

 
 

 事業活動において、どの程度の資源・エネルギー

を投入し（インプット）、どの程度の環境負荷物質  

（廃棄物を含む）などを排出（アウトプット）した

かをまとめたものが、マテリアルバランスです。  

 エネルギーと水については、インプット量が把握

できており、二酸化炭素のアウトプット量は計算で、

排水のアウトプットは、排水メーターの実測値等で

求めることができます。  

 しかしながら、物質については、アウトプットは

全て計量していることから把握でますが、インプッ

ト量は購入品の重量を計測していないこと、購入年

度に必ずしも使用するとは限らないため、年度単位

インプット量の把握は困難です。今後は実験系の薬

品など購入量が把握できる情報を整理し、インプッ

トの精度を高めていきたいと考えています。  

マテリアル バランス （平成 25 年度） 

平成 25 年度調達 グリーン購入法基準適合製品 

分野 適用

紙類 コピー用紙等 345,505 ㎏

文具類 文具 548,759 個

オフィス家具類 事務機器等 4,105 台

OA機器 コピー機等 4,687 台

移動電話 携帯電話等 41 台

電気冷蔵庫等 206 台

記録用メディア 13,711 個

ｴｱｺﾝﾃﾞｨｼｮﾅｰ等 ｴｱｺﾝﾃﾞｨｼｮﾅｰ等 119 台

温水器等 電気給湯器等 111 台

蛍光灯照明器具 44 台

LED照明器具 200 台

蛍光管等 15,109 本

自動車等 90 台

ETC対応車載器等 1 個

消火器 消火器 407 本

制服・作業服等 作業服等 655 着

カーテン等 35 枚

ﾀｲﾙｶｰﾍﾟｯﾄ等 1,317 ㎡

ﾍﾞｯﾄﾞﾌﾚｰﾑ等 3 台

作業手袋 作業手袋 7,321 組

集会用テント 3 台

ブルーシート等 122 枚

役務 印刷等 2,027 件

調達量

家電製品

照明

自動車等

インテリア・寝装寝具

その他繊維製品

　電　気 145,552 千kWh

　ガ　ス 9,717 千ｍ
3

　A重油 542 kL

　灯　油 113 kL

　用紙類 340 ﾄﾝ 533 ﾄﾝ 　古　紙

1,570 ﾄﾝ 　可燃ごみ（生活系）

742 ﾄﾝ 　混合・がれき・不燃

108 ﾄﾝ 　他・生活系

  有機溶剤 約 80 ﾄﾝ 108 ﾄﾝ 　実験系有機廃液

558 ﾄﾝ 　実験系無機廃液等

558 ﾄﾝ 　感染性廃棄物

143 ﾄﾝ 　他・実験系

　市　水 44.9 万ｍ
3

　地下水 38.8 万ｍ
3

　雨　水 1.2 万ｍ
3

購入品 不 明

79.3 万ｍ
3

　排　水

INPUT OUTPUT

113,886  ﾄﾝ 　二酸化炭素

　購入品 不 明
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産業廃棄物の処理  

 

 本学では、有価物である「古紙」と、事業系一般廃棄物である「可燃ごみ」以外は、すべて産業廃棄物

として取り扱っており、収集運搬業者及び処分業者と処理委託契約書を交わし、産業廃棄物を渡すときに

は、マニフェスト（管理票、積荷目録）を交付しています。 全学で一括して処理している廃棄物につき

ましては、北海道で処理した水銀含有汚泥を除き、すべて電子マニフェストを利用しています。部局で独

自に処理している廃棄物についても、電子マニフェストへの移行を推進しており、平成 25 年度の紙マニ

フェストは 557 枚となり前年度の 1034 枚を大きく減らすことができました。 

平成２５年度 産業廃棄物の処理量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

処理量

ton  ton  枚 ton  枚  

ガラス瓶 23.72 23.72 15
ペットボトル 33.16 33.16 104
　　〃（自己資源化処理） 14.47

飲料缶 24.53 24.53 51
飲料缶（自己資源化処理） 6.65

金属くず 21.59 21.59 28
発泡スチロール 0.41 0.41 14
不燃ごみ（福岡市） 19.96 20.43 14
実験系可燃ごみ（〃） 76.23 79.31 64
有害付着物 7.90 8.20 8
蛍光管 5.97 5.97 5
乾電池 1.77 1.77 2
バッテリー 0.69 0.69 2
スプレー缶 0.09 0.09 2
疑似医療系 0.75 0.75 2
無機系廃液 14.66 14.66 103
現像定着廃液 0.78 0.78 19
有機系廃液 107.87 107.87 156
廃薬品等 4.30 4.30 1
アスベスト 0.05 0.05 1
廃PCB等 6.35 6.35 1
汚泥（水銀含有） 0.53 0.53 4
廃液（特管） 12.80 12.80 5
脱水ケーキ 0.43 0.43 1
金属くず 26.14 12.11 12 14.03 7
廃プラスチック類 3.17 2.96 5 0.21 1
混合物（金属含有） 601.03 50.57 29 550.46 95
がれき類 33.98 2.59 2 31.39 8
紙くず 2.66 2.66 1
木くず 30.36 9.76 10 20.60 15
廃油 5.35 0.10 1 5.25 4
廃酸、廃アルカリ 20.88 18.96 7 1.92 4
汚泥 30.25 17.76 15 12.49 8
動物の死体 10.50 10.50 7
感染性廃棄物（病院） 500.42 500.42 745
感染性廃棄物（医系） 39.31 21.04 66 18.27 307
感染性廃棄物（その他） 18.05 9.19 77 8.86 86
アスベスト 0.15 1
汚泥（水銀含有） 0.05 0.04 1 0.01 10

1,707.81 1,013.51 1569 677.18 557
ton  ton  枚 ton  枚  

小　　計

全
学
一
括
処
理

生
活
系

実
験
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自
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理

生
活
系

実
験
系

産業廃棄物名称
電子マニフェスト 紙マニフェスト
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生
活
系

実
験
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産業廃棄物の処理  

 

１．資源化割合 

   産業廃棄物  1,708 トン  に、古紙と可燃ごみ

を加えた  計 3,811 トン  が、平成 25 年度に本学

から排出した廃棄物の総重量です。  

   資源化処理を行った  1,353 トンは、全廃棄物

量の 35.5%であり、昨年度の 28.4%を上回りま

した。資源化される産業廃棄物の割合並びに量

が増えたことが、産業廃棄物の資源化率を上げ

る結果となりました。廃棄物の総量は前年度 3,510 トンの約 9%増となっていますので、資源化できな

い廃棄物の総量を減らす取り組みが必要です。  

 

２．分別ごみ（ペットボトル、飲料缶） 

   学内で発生した清涼飲料水等の空ペットボトル及び飲料缶は各部局ごとに、委託業者が回収・分別した

後にリサイクルされます。平成 25 年度の学内の回収量はペットボトルが約 33 トン、飲料缶が約 25 トン

でした。 空ペットボトルは回収施設で選別され最終的には再生プラスチック原料として生まれ変わりま

す。また、飲料缶は再生不適物の除去並びにアルミ缶と鉄缶に分別し圧縮された後、金属製品原料として

再利用されています。なお、伊都キャンパスでは別途エコセンターで自己資源化処理（回収、洗浄、粉砕

等）を行っています。  

 

３． 蛍光管、乾電池、バッテリー、スプレー缶等 

   蛍光管には水銀が含まれていることから、昭和 63 年から

水銀回収の委託処理を行っています。平成 25 年度は約 4.5

トンの蛍光管を処理しました。また、乾電池、バッテリー、

疑似医療系廃棄物及びスプレー缶は全学で回収日を決め一

括回収処理を行い、専門業者による資源化処理等を行ってい

ます。   

 

 ４．廃薬品等の処理  

   安全な実験環境の維持のためには薬品の適切な保管と管理が必要です。使用予定の無い薬品や、有効期

限が切れた古い薬品及び実験で発生した有害固形物（汚泥）等は、リスク低減のために、毎年、全学一括

処理を行っています。平成 25 年度は、6,320 本（個）の処理を行いました。今後、箱崎理系地区の移転

に伴い、廃薬品の処理本数は増加するものと考えられます。 

 平成 25 年度資源化物と廃棄物  単位：トン 

廃棄物名称 資源化 廃 棄 合　計

　産業廃棄物 820 888 1,708
　古　紙 533 533
　可燃ごみ 1,570 1,570

合　　計 1,353 2,458 3,811  

平成 25 年度回収処理量 単位：kg 

廃棄物名 回収処理量

蛍光管 4,500

乾電池 1,770
バッテリー 2,710
疑似医療系廃棄物 750
スプレー缶 90  

廃蛍光管の集荷 

 
廃薬品等の集荷 
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化学物質の適正管理  

 

 

１．化学物質管理規程及び運用マニュアルの適正運用に関  

する取組  

   適切な化学物質管理を行うために「化学物質管理規程」（平

成 24 年 4 月施行）を制定しました。また、管理点検と安全教育

を徹底するために、「化学物質管理規程運用マニュアル」（平

成 25 年 2 月施行）を作成しました。さらに、は平成 25 年度末

から地区ごとに化学物質に関する実務を担当している教職員に

対する説明会を開き、より適切な化学物質管理を進める取組を

行っています。 

「廃液・廃棄物処理の手引き」の英訳版を作成し、環境安全

センターホームページに公開するとともに留学生等に配付して

います。 

   

 

 

 

 

２．ＰＲＴＲ法（特定化学物質の環境への排出量の把握及び管理の改善の促進に関する法律） 

 研究室等で 1 年間に使用した有害な化学物質について、廃棄した量、下水道に流れた量及び大気等地球

上に排出した量を、キャンパス毎に集計し毎年届け出なければなりません。  

    平成 22 年度からは、新たにＰＲＴＲ対象化学物質となったノルマルヘキサンが、全ての地区で年間取

扱量が  1,000 kg 以上であったことから、届け出を行っています。また、平成 24 年度以降は病院地区のジ

クロロメタン年間取扱量が 1,000 kg を超えたため、新たにＰＲＴＲ対象化学物質として届け出をしていま

す。  

年間 廃液 大気への 下水道への

取扱量 移動量 排出量 移動量

1,984 1,900 84 0.0 0.0
3,720 3,500 220 0.1 0.0
3,470 3,300 170 0.1 0.4

4,061 3,900 160 0.9 0.0
1,296 1,200 96 0.1 0.0
1,160 1,100 60 0.4 0.0
2,711 2,600 110 0.5 0.0
2,270 2,100 170 0.0 0.0
3,584 3,400 180 1.4 2.2
1,948 1,900 38 5.1 4.9

912 0 9.0 0.0 903
筑 紫 1,251 1,200 51 0.0 0

ＰＲＴＲ法対象化学物質　（平成２５年度 届け出分）　　　　　　　単位：ｋｇ

地 区 物 質 名
自己
処理

伊 都

  ノルマルヘキサン

　ジクロロメタン 

　クロロホルム  

箱 崎

  ノルマルヘキサン

　ジクロロメタン 

　クロロホルム  

  ノルマルヘキサン

病 院
(馬出)

  ノルマルヘキサン

　ジクロロメタン 

　クロロホルム  

  キシレン

  エチレンオキシド

 

 

廃液・廃棄物処理の手引き 

英訳版（H26.2 発行) 
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化学物質の適正管理  

 

３．作業環境測定結果 

平成 23 年度から平成 25 年度までの管理区分Ⅱ及びⅢについて下表にまとめました。管理区分Ⅱ、Ⅲとな

っている成分は、クロロホルム、ホルムアルデヒドが主なものです。管理区分Ⅱ、Ⅲの箇所は労働衛生コン

サルによる現地指導により、すみやかに改善を行うようにしています。 

 

 

 

 

 

 

 

排水の水質管理  

 

  学内の排水は毎週、水質測定を行い、毎月第１週の測定結果は福岡市等下水道管理者に報告しています。

平成 25 年度は、下水排除基準値をすべて満足していました。 

 

前期 後期 前期 後期 前期 後期

114 クロロホルム 7(2) 4(1) 6(2) 1(0) 3(3) 4(1)
200 ホルムアルデヒド 8(1) 9(1) 7(1) 6(2) 10(3)
129 ジクロロメタン 1(0) 1(1)
139 ノルマルヘキサン 2(0) 1(0)
123 四塩化炭素 1(1)

粉じん 1(0)
合計 15(3) 5(1) 16(4) 8(1) 12(6) 16(4)

H25
Ｎｏ． 化学物質

H23 H24

平成 23年度以降の管理区分 Ⅱ、Ⅲ　の合計数　　　　（　）は区分Ⅲのみ

理学 農学 医系・病院 歯学 薬学

　ｐＨ 5～9 7.3～8.8 7.2～8.8 5.9～7.3 7.5～8.6 7.9～8.8 7.7～8.6 7.5～8.6 6.8～7.6
 BOD（有機物） 600 － － 17～190 84～310 － － 35～380 －
 浮遊物質 600 － － 12～78 － － － 46～450 －
 鉱油類 5 － － － － － － <1 －
 動植物油 60 － － <1～26 2～16 － － <1～28 －
よう素消費量 220 － － <2～8 － － － － －
フェノール類 5 － － <0.1 － － － <0.1 －
銅及びその化合物 3 － － <0.01～0.02 － － － 0.01～0.03 －
亜鉛及びその化合物 2 － － <0.1～0.26 － － － 0.14～0.23 －
鉄及びその化合物（溶解性） 10 － － － － － － <0.05～0.22 －
マンガン及びその化合物（溶解性） 10 － － － － － － 0.04～0.06 －
クロム及びその化合物 2 － － <0.02 － － － <0.02 －
カドミウム及びその化合物 0.1 － － <0.005 － － － <0.005 －
シアン化合物 1 － － <0.1 － － － <0.1 －
鉛及びその化合物 0.1 <0.01～0.02 <0.01～0.02 <0.01～0.01
六価クロム化合物 0.5 － － － － － － <0.02 －
砒素及びその化合物 0.1 － － <0.01 － － － <0.01 －
水銀及びアルキル水銀 0.005 <0.005～0.008 <0.005 －
セレン及びその化合物 0.1 － － <0.01 － － － － －
ほう素及びその化合物 10(230) － － 0.02～0.05 － － － <0.02～0.03 －
ふっ素及びその化合物 8(15) － <0.2 <0.2 － － － <0.2～1.4 －
ポリ塩化ビフェニル 0.003 － － － － － － <0.0005 －
有機燐化合物 1 － － － － － － <0.1 －
トリクロロエチレン 0.3
テトラクロロエチレン 0.1
ジクロロメタン 0.2 <0.01～0.02
四塩化炭素 0.02
1,2-ジクロロエタン 0.04 <0.002～0.008 <0.002～0.003 <0.002～0.002
1,1-ジクロロエチレン 0.2
シス-1,2-ジクロロエチレン 0.4
1,1,1-トリクロロエタン 3
1,1,2-トリクロロエタン 0.06
ベンゼン 0.1
1,3-ジクロロプロペン 0.02
基 準 ： 下水排除基準。  伊都地区は再生水処理施設流入原水の値

平成２５年度　排出水の水質分析結果

<0.01
<0.002
<0.01
<0.002

<0.01 <0.01
<0.002

<0.002
<0.01
<0.01

大橋地区

<0.01

<0.005

<0.01
<0.01

項  目 基準等
箱崎地区

伊都地区
病院（馬出）地区

筑紫地区
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実験廃液の処理  

 

  無機系廃液は毎月、大学指定の 20L ポリ容器で環境安全センターまで運搬、分別され、有機系廃液は毎月、

ドラム缶で集荷し、学外委託処理をしています。いずれの廃液においても、搬出時に特別管理産業廃棄物管

理責任者である部局担当者は、“引き渡し確認票”に数量等を記入した後、電子マニフェストを交付してい

ます。実験廃液の平成 23 年度から 25 年度の処理量を下表に示します。年間の処理量は無機系廃液が 16.1 ton、

有機系廃液が 107.8 ton となっており、ここ数年大きな変化はありません。 

 環境安全センターでの無機系廃液の中和凝集沈殿処理は、平成 25 年 7 月分で終了し、その後は廃液のま

ま産廃業者に処理を委託しています。  

実験廃液の処理量(ton)  （平成 23 年度～25 年度）  

実験廃液の種類 H23 年度 H24 年度 H25 年度 処理方法 

無機系廃液 

(ton) 

 重金属廃液 1) 9.56 8.94 3.00 中和凝集沈殿 

 重金属廃液 －  －  6.06

委託処理   

 有機物含有重金属廃液 4.64 5.32 4.82

 シアン・ヒ素廃液 0.50 0.60 0.80

 フッ素廃液 0.76 1.00 0.64

 無機水銀廃液 0.02 0.06 0.06

 写真定着廃液 0.98 0.80 0.78

有機系廃液 

(ton) 

 ハロゲン化有機溶剤 29.89 28.47 27.20 委託処理   

焼却  その他の有機廃液 78.17 78.78 80.67

1)重金属廃液の中和凝集沈殿処理は平成 25 年 7 月分で終了、その後は委託処理。  

 

有機系及び無機系廃液量の経年変化 
 廃液量の変化を下図に示します。無機系廃液の量は平成 2 年年度以降、大きな変化はありませんが、有

機系廃液の量は、平成 7 年から下水道排除基準にジクロロメタン、四塩化炭素、ベンゼンなど多くの有機

化学物質が加わったことから、急激に増加しています。実験器具の洗浄排水などの有機廃液を極力流さな

いように努めた結果によるものと思われます。なお、平成 16 年以降の有機系廃液の量はほぼ一定です。 

 

有機系及び無機系廃液量の経年変化 
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「環境報告ガイドライン 2012」との対照表  

  
記載状況： ◎：記載、  ○：一部記載、 －：該当なし、  ×：記載なし

九州大学環境報告書２０１４
掲載
頁

記載
状況

　報告にあたっての基本的要件（ 対象組織の範囲・対象機関 ）  大学概要                   2 ◎

　経営責任者の緒言          総長・部局等トップメッセージ     1 ◎

　環境報告の概要  環境活動計画、評価及び目標 11 ○

　マテリアルバランス  マテリアルバランス 53 ○

　環境配慮の取組方針、ビジョン及び事業戦略等  九州大学環境方針           10 ◎

　組織体制及びガバナンスの状況  環境マネジメント体制         4 ◎

 サークルEcoaの活動 10 ○

 環境関連の公開講座 14 ◎

 環境関連の社会連携事業 27 ◎

 環境監視調査 29 ○

　バリューチェーンにおける環境配慮等の取組状況 13
グリーン購入・調達  グリーン購入 53 ○

「環境月間」行事 23 ○

 環境安全教育 35 ◎

 次世代エネルギーの開発 18 ○

 環境関連の研究 19 ◎

 古紙回収と可燃ごみ   52 ◎

 産業廃棄物の処理 54 ◎

　資源・エネルギーの投入状況

総エネルギー投入量及びその低減対策  エネルギー消費量 47 ◎

水資源投入量及びその低減対策  水使用量と循環利用     50 ◎

 再資源化処理施設エコセンター 16 ◎

 水使用量と循環利用     50 ○

 九大Webリサイクルシステム 51 ◎

　生産物・環境負荷の産出・排出等の状況

 エネルギー消費抑制に向けた取組  44 ◎

 エネルギー消費量 47 ◎

 九州大学生活協同組合の環境活動 17 ○

総排水量及びその低減対策  水使用量と循環利用     50 ○

大気汚染、生活環境の係わる負荷量及びその低減対策  化学物質の適正管理 56 ○

化学物質の排出量、移動量及びその低減対策  化学物質の適正管理（PRTR法） 56 ○

 産業廃棄物の処理 54 ◎

 実験廃液の処理 59 ◎

有害物質等の漏出量及びその防止対策  排水の水質管理     57 ○

 新キャンパスにおける環境保全活動 12 ○

 新キャンパスの環境監視調査 13 ◎

 エネルギー消費量 47 －

 九大Webリサイクルシステム 51 ○

 社会連携事業及び公開講座 29 ◎

 新聞に報道された本学の環境活動 34 ○

 大学概要（活動内容は7月まで） － －

　環境情報の第三者審査等  自己評価 60 ○

　生物多様性の保全と生物資源の持続可能な利用の状況

７章　「環境配慮経営の経済・社会的側面に関する状況」を表す情報・指標

　環境配慮経営の経済的側面に関する状況

　環境配慮経営の社会的側面に関する状況

８章　その他の記載事項等

　後発事象等

環境に配慮した廃棄物処理／リサイクル

６章　「事業活動に伴う環境負荷及び環境配慮等の取り組みに関する状況」を表す情報・指標

　　　資源等の循環的利用の状況（事業エリア内）

温室効果ガスの排出量及びその低減対策

廃棄物等総排出量、廃棄物最終処分量及びその低減対策

環境報告ガイドライン（２０１２年版）

４章　環境報告書の基本的事項

4

　ステークホルダーへの対応の状況/環境に対する社会貢献等

環境負荷低減に資する製品・サービス等

環境関連の新技術・研究開発
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評   価  

 

 

 

 

 

             

あとがき（自己評価） 

 
九州大学は伊都、箱崎、病院、筑紫、大橋及び別府の 6 か所のキャンパスにわかれ、約 2 万 7 千

人の教職員・学生が教員研究活動を行っています。九州大学環境報告書はこれらのキャンパスで行

われている環境活動を取りまとめた部局単位の環境報告書を基に作成されています。各部局単位で

行われている環境関連の公開講座並びに社会連携事業なども、大学として社会に貢献できる重要な

活動であると考えています。  
平成 17 年度から始まった伊都キャンパスへの移転事業も、平成 25 年度には約 3 千人を収容する

椎木講堂の完成、理学棟、図書館の建設など、平成 31 年度の移転完了に向け工事が着々と進んで

います。伊都キャンパスは周辺環境や生態系に配慮し、生物多様性を重視したキャンパスづくりを

進めています。今後、伊都キャンパスの人口が増えることで増加する廃棄物の有効利用並びに適正

処理を確実に行い、環境保全に努めていく必要があると考えます。  
平成 25 年度は猛暑の影響による冷房需要の増加や、箱崎キャンパスの施設の利用と伊都キャン

パスの新施設の建設が並行したため、エネルギー消費量、二酸化炭素排出量が前年より増加し、エ

ネルギー消費抑制の取り組みの効果が数字として現れにくかったと考えられます。  
今後、環境報告書の内容をより充実させるために、統計情報のグラフ化などのわかりやすい表現、

第三者の評価を取り入れるなどの取り組みについても検討していきたいと思います。  
 

                                  平成 26 年  9 月  16 日  

                                       環境安全センター長  桑野  良一  

  

   編 集  九州大学環境保全管理委員会  
 

  連絡先    福岡市東区箱崎 6-10-1  〒812-8581 

       九州大学施設部施設企画課総務係  
    TEL 092-642-2213／FAX 092-642-2207 




